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独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構

平成２２年度業務実績評価シート（抄）

委員名：



評価区分 ２２年度計画記載項目 項 評価区分 ２２年度計画記載項目 項

評価シート１ 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 1 評価シート７ 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関 20
効率的・効果的な業務 地域障害者職業センタ する目標を達成するためとるべき措置
運営体制の確立、業務 １ 効果的・効率的な業務運営体制の確立 1 ーにおける障害者及び
運営の効率化に伴う経 事業主に対する専門的 ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項 20
費削減等、事業の費用 ２ 業務運営の効率化に伴う経費削減等 1 な支援
対効果、障害者雇用納 （1）障害者職業センターの設置運営業務の実施に関する事項 20
付金を財源に行う実践 ３ 事業の費用対効果 4
的手法の開発、講習及 ①職業リハビリテーションの総合的・効果的な実施 20
び啓発の事業規模の配 ４ 障害者雇用納付金を財源に行う実践的手法の開発、講習及び 4
慮、給付金及び助成金 啓発の事業規模の配慮 イ 障害者の個々の特性に応じた専門的支援の実施 20
業務の効率化 ロ 障害者の雇用管理に関する専門的な支援の実施

５ 給付金及び助成金業務の効率化 4
評価シート８ ハ 地域の関係機関に対する職業リハビリテーションに関する

評価シート２ 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関 地域の関係機関に対す 助言・援助等の実施
関係者のニーズ等の把 する目標を達成するためとるべき措置 る助言・援助等及び職 ニ 職業リハビリテーションの専門的な人材の育成 略
握、業績評価の実施及 業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの専門的
び公表、内部統制の在 １ 共通的事項 な人材の育成
り方、高年齢者等及び 略
障害者雇用支援業務の （1）関係者のニーズ等の把握 評価シート９ ②職業リハビリテーションに係る調査・研究及び新たな技法の 27
連携によるサービスの （2）業績評価の実施及び公表 職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝに係る 開発の実施とその普及・活用の推進
充実、高年齢者等や障 （3）内部統制の在り方 調査・研究
害者の雇用情報等の提 （4）高年齢者等及び障害者雇用支援業務の連携によるサービス
供並びに広報の実施 の充実 評価シート１０ （2）障害者職業能力開発校の運営業務の実施に関する事項 32

（5）高年齢者等や障害者の雇用情報等の提供並びに広報の実施 障害者職業能力開発校 （1）の①の「イ 障害者の個々の特性に応じた専門的支援」
の運営 の広域障害者職業センターについて

評価シート３ ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事項 評価シート１１ （3）納付金関係業務等の実施に関する事項 36
〔給付金の支給業務〕 略 障害者雇用納付金の徴

（1）高年齢者等の雇用の機会の確保等に資する事業主又はその 収及び障害者雇用調整 ①障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用調整金・報奨金等の 36
事業主の団体に対して給付金を支給することに関する事項 金、報奨金の支給業務 支給

評価シート４ （2）高年齢者等の雇用に関する技術的事項について、事業主そ ９ 評価シート１２ ②障害者雇用納付金に基づく助成金業務の適切な実施
高年齢者雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ の他の関係者に対して相談その他の援助を行うことに関する事 障害者雇用納付金に基 略
ｰ等による相談・援助、 項 づく助成金の支給業務
及び小規模企業に重点
を置いた65歳までの雇 ①高年齢者雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ及び70歳雇用支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる相 ９ 評価シート１３ ③障害者の雇用に関する相談・援助、各種講習、啓発等の実施 42
用確保措置の導入・定 談・援助等の実施 障害者雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
着支援 による相談・援助、各

種講習等及び就労支援 イ 相談・援助、各種講習等の実施 42
（3）労働者に対して、その高齢期における職業生活の設計を行 11 機器の普及・啓発 ハ 就労支援機器の普及・啓発等

うことを容易にするために必要な助言又は指導を行うことに関
する事項 評価シート１４ ロ 障害者雇用に関する実践的手法の開発・提供の実施 45

障害者雇用に関する実
（4）65歳までの雇用確保措置の導入・定着ための小規模企業に 12 践的手法の開発・提供

重点をおいた支援を行うことに関する事項
評価シート１５ ニ 障害者雇用に係る啓発事業の実施 略

（5）高年齢者雇用支援業務の政策転換を見据えた見直しに関す 12 〔啓発事業（障害者関係）〕
る事項

評価シート１６ ④障害者の技能に関する競技大会の開催 略
評価シート５ （2）高年齢者等の雇用に関する技術的事項について、事業主そ 15 障害者技能競技大会
高年齢者雇用に関する の他の関係者に対して相談その他の援助を行うことに関する事 （ｱﾋﾞﾘﾝﾋﾟｯｸ）の開催
実践的手法の開発・提 項
供 評価シート１７ 第３ 予算、収支計画及び資金計画 略

②実践的手法の開発提供 15 予算、収支計画及び 第４ 短期借入金の限度額
資金計画 第５ 重要な財産の処分等に関する計画

評価シート６ ③啓発広報活動等の実施 18 第６ 剰余金の使途
〔啓発事業（高齢者関係）〕

評価シート１８ 第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 略
人事に関する計画、施
設・設備に関する計画

平成２２年度評価項目について
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１） （注：中期計画三年度目）

中期目標 中期計画 平成２２年度計画 平成２２年度の業務の実績

第２ 業務運営の効率化に関する事項 第１ 業務運営の効率化に関する目標を 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成す
通則法第２９条第２項第２号の業務 達成するためとるべき措置 るためとるべき措置

運営の効率化に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 機構の組織体制については、業務の １ 効果的・効率的な業務運営体制の確 １ 効果的・効率的な業務運営体制の確立
効率的かつ効果的実施等の観点から以 立 独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（以
下のように見直すほか、適宜弾力的に 機構の組織体制については、業務の 下「機構」という。）の組織体制については、
見直すこと。 効果的・効率的実施等の観点から、以 業務の効果的・効率的実施等の観点から、以

下のとおり見直すほか、機動的・弾力 下のとおり見直すほか、機動的・弾力的な組
的な組織運営を行う。 織運営を行う。

① 高年齢者雇用に関する給付金の支 ① 高年齢者雇用に関する給付金の支
給業務については、事業規模が大幅 給業務については、業務実施体制を
に縮小していることに伴い、支給業 事業規模に合わせて縮小する。
務の実施体制を事業規模に合わせて
縮小すること。

② 駐在事務所（５か所）については、 ② 駐在事務所（全国５か所）につい (1)平成２１年度末に廃止した駐在事務所にお
廃止するものとし、納付金の調査等 ては廃止し、納付金の調査等必要な いて行っていた業務のうち、納付金等の調査、
必要な業務は本部組織において実施 業務は本部組織において実施する。 就労支援機器の貸出し、障害者雇用に関する
すること。 相談・援助等は本部において効果的・効率的

に実施し、図書・パネルの貸出し及び点訳サ
ービスは廃止する。

③ せき髄損傷者職業センターについ ③ せき髄損傷者職業センターについ
ては、支援ニーズが大きく減少して ては廃止し、当該センターの業務は
いることから廃止し、当該センター 福岡障害者職業センターが引き継ぐ。
の業務は福岡障害者職業センターが
引き継ぐこと。

④ 地域センターの管理事務について ④ 地域障害者職業センター（以下「地 (2)地域障害者職業センター（以下「地域セン
は、おおむね４分の１程度のセンタ 域センター」という。）の管理事務に ター」という。）の管理事務については、第
ーに事務処理を集約化すること。 ついては、おおむね４分の１程度の ２期中期計画期間中におおむね４分の１程度

地域センターに事務処理を集約する。 の地域センターに事務処理を集約するべく、
平成２０年度に実施したⅰ）青森、秋田、岩
手、平成２１年度に実施したⅱ）宮城、山形、
福島、ⅲ）愛知、岐阜、静岡、三重、ⅳ）香
川、徳島、愛媛、高知に加え、平成２２年４
月からⅴ）石川、富山、福井、ⅵ）岡山、鳥
取、島根、広島、ⅶ）福岡、山口、佐賀、長
崎、大分の各地域センターの管理事務をそれ
ぞれ石川障害者職業センター、岡山障害者職
業センター、福岡障害者職業センターに集約
化するとともに、平成２２年度中に残りの都
府県についても集約化を図る。

⑤ 本部機能については、第２期中期 ⑤ 本部機能については、第２期中期 (3)本部機能については、雇用・能力開発機構
目標期間中に東京本部を幕張本部に 目標期間中に東京本部を幕張本部に からの業務の一部移管後を踏まえ、東京本部
集約化することについて検討し、結 集約化することについて検討し、結 の幕張本部等への移転について検討を進める。
論を得ること。 論を得る。

２ 業務運営の効率化に伴う経費節減等 ２ 業務運営の効率化に伴う経費節減等

２ 一般管理費（人件費、新規に追加さ (1)一般管理費及び業務経費の効率化目 (1)一般管理費及び業務経費の効率化目標
れる業務、拡充業務分等を除く。）に 標 一般管理費（人件費を除く。）については、
ついては効率的な利用に努め、第２期 一般管理費（人件費、新規に追加さ 業務運営の効率化を推進し、前年度と比べて
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中期目標期間中、毎年度平均で３％程 れる業務、拡充業務分等を除く。）に ３％程度の額を節減する。
度の額を節減するとともに、平成２１ ついて、業務運営の効率化を推進し、 また、節電・節水による省資源、省エネル
年度から開始する個別実践型リワーク 第２期中期目標期間中、毎年度平均で ギーに努めるなどの経費節減に向けた日常的
プログラムによる精神障害者の復職支 ３％程度の額を節減するとともに、平 取組の継続に努めるほか、一般競争入札の積
援に係る経費、地域の関係機関に対す 成２１年度から開始する個別実践型リ 極的な実施等に努めることにより、経費節減
る職業リハビリテーションに関する助 ワークプログラムによる精神障害者の を行う。
言・援助等に係る経費及び特注型の訓 復職支援事業に係る経費、地域の関係
練メニューに基づく企業内訓練と就業 機関に対する職業リハビリテーション
継続のための技術的支援の一体的実施 に関する助言・援助等事業に係る経費
による先導的職業訓練に係る経費の合 及び特注型の訓練メニューに基づく企
計額については、事業開始後１年間と 業内訓練と就業継続のための技術的支
比べて毎年度平均で３％程度の額を節 援の一体的実施による先導的職業訓練
減すること。 事業に係る経費の合計額については、

事業開始後１年間と比べて毎年度平均
で３％程度の額を節減する。

また、業務経費（事業主等に支給す 業務経費（事業主等に支給する障害 業務経費（事業主等に支給する障害者雇用
る障害者雇用調整金等、新規に追加さ 者雇用調整金等、新規に追加される業 調整金等を除く。）については、業務運営の
れる業務、拡充業務分等を除く。）に 務、拡充業務分等を除く。）について、 効率化を推進し、前年度と比べて総額１．９
ついては、第２期中期目標期間中、毎 業務運営の効率化を推進し、第２期中 ％程度の額を節減するとともに、個別実践型
年度平均で総額１．９％程度の額を節 期目標期間中、毎年度平均で総額１． リワークプログラムによる精神障害者の復職
減するとともに、平成２１年度から開 ９％程度の額を節減するとともに、平 支援事業に係る経費、地域の関係機関に対す
始する個別実践型リワークプログラム 成２１年度から開始する個別実践型リ る職業リハビリテーションに関する助言・援
による精神障害者の復職支援に係る経 ワークプログラムによる精神障害者の 助等事業に係る経費及び特注型の訓練メニュ
費、地域の関係機関に対する職業リハ 復職支援事業に係る経費、地域の関係 ーに基づく企業内訓練と就業継続のための技
ビリテーションに関する助言・援助等 機関に対する職業リハビリテーション 術的支援の一体的実施による先導的職業訓練
に係る経費及び特注型の訓練メニュー に関する助言・援助等事業に係る経費 事業に係る経費の合計額については、前年度
に基づく企業内訓練と就業継続のため 及び特注型の訓練メニューに基づく企 と比べて総額１．２％程度の額を節減する。
の技術的支援の一体的実施による先導 業内訓練と就業継続のための技術的支 また、一般競争入札の積極的な実施等に努
的職業訓練に係る経費の合計額につい 援の一体的実施による先導的職業訓練 めることにより、経費節減を行う。
ては、事業開始後１年間と比べて毎年 事業に係る経費の合計額については、
度平均で１．２％程度の額を節減する 事業開始後１年間と比べて毎年度平均
こと。 で１．２％程度の額を節減する。

なお、上記目標の実現に当たっては、 なお、上記目標の実現に当たっては、 なお、上記目標の実現に当たっては、不要
不要な支出の削減を図るため、無駄削 不要な支出の削減を図るため、無駄削 な支出の削減を図るため、人事評価の基準へ
減・業務効率化に関する取組の人事評 減・業務効率化に関する取組の人事評 の「コスト意識・ムダ排除」の導入、無駄削
価への反映など自律的な取組のための 価への反映など自律的な取組のための 減に関する職員からの提言募集、無駄削減の
体制整備を行うとともに、レクリエー 体制整備を行うとともに、レクリエー 実施連携体制の構築など職員の意識改革に関
ション経費の廃止、公用車・業務用車 ション経費の廃止、公用車・業務用車 する取組を実施するとともに、レクリエーシ
の効率化、タクシー使用の適正化等、 の効率化、タクシー使用の適正化等、 ョン経費の廃止、公用車・業務用車の効率化、
徹底した冗費の削減を行うこと。 徹底した冗費の削減を行う。 タクシー使用の適正化、事務用品の一括調達

等、徹底した冗費の削減を行う。

３ 総人件費については、簡素で効率的
な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律（平成１８年法律第４
７号）等に基づく平成１８年度以降の
５年間で５％以上を基本とする削減
を、引き続き着実に実施するとともに、
「経済財政運営と構造改革に関する基
本方針２００６」（平成１８年７月７
日閣議決定）に基づき、国家公務員の
改革を踏まえ、人件費改革を平成２３
年度まで継続するものとすること。
さらに、機構の給与水準について、

以下のような観点からの検証を行い、
これを維持する合理的な理由がない場
合には必要な措置を講ずることによ
り、給与水準の適正化に速やかに取り
組むとともに、その検証結果や取組状
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独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構

況については公表するものとするこ
と。

① 職員の在職地域や学歴構成等の要
因を考慮してもなお国家公務員の給
与水準を上回っていないか。

② 職員に占める管理職割合が高いな
ど、給与水準が高い原因について、
是正の余地はないか。

③ 国からの財政支出の大きさ、累積
欠損の存在、類似の業務を行ってい
る民間事業者の給与水準等に照らし、
現状の給与水準が適切かどうか十分
な説明ができるか。

④ その他、給与水準についての説明
が十分に国民の理解の得られるもの
となっているか。

４ 随意契約の見直し (2)随意契約の見直し (2)随意契約の見直し
契約については、原則として一般競 契約については、原則として一般競 契約については、原則として一般競争入札

争入札等によるものとし、以下の取組 争入札等によるものとし、以下の取組 等によるものとし、以下の取組により、随意
により、随意契約の適正化を推進する により、随意契約の適正化を推進し、 契約の適正化を推進し、業務運営の一層の効
こと。 業務運営の一層の効率化を図る。 率化を図るとともに予算の適正な執行に努め

る。

① 機構が策定する「随意契約見直し ① 「随意契約見直し計画」に基づく ① 「随意契約見直し計画」に基づく取組を
計画」に基づく取組を着実に実施す 取組を着実に実施するとともに、そ 着実に実施するとともに、その取組状況を
るとともに、その取組状況を公表す の取組状況を公表する。 公表する。
ること。

② 一般競争入札等により契約を行う ② 一般競争入札等により契約を行う ② 一般競争入札等により契約を行う場合で
場合であっても、特に企画競争や公 場合であっても、特に企画競争や公 あっても、特に企画競争や公募を行う場合
募を行う場合には、競争性、透明性 募を行う場合には、競争性、透明性 には、競争性及び透明性が十分確保される
が十分確保される方法により実施す が十分確保される方法により実施す 方法により実施する。
ること。 る。

③ 監事及び会計監査人による監査に ③ 監事及び会計監査人による監査に ③ 平成１９年１１月１５日付け事務連絡（各
おいて、入札・契約の適正な実施に おいて、入札・契約の適正な実施に 府省官房長あて、行政管理局長、行政評価
ついて徹底的なチェックを受けるこ ついて徹底的なチェックを受ける。 局長発）の「独立行政法人における随意契
と。 約の適正化の推進について」を踏まえ、監

事及び会計監査人による監査において、入
札・契約の適正な実施について徹底的なチ
ェックを受ける。
平成２１年１１月１７日付け閣議決定「独

立行政法人の契約状況の点検・見直しにつ
いて」を踏まえ、「独立行政法人高齢・障害
者雇用支援機構契約監視委員会」により、
競争性のない随意契約の見直しを更に徹底
して行うとともに、一般競争入札等につい
ても真に競争性が確保されているかの点検、
見直しを行う。

また、各都道府県の雇用開発協会等 高年齢者等又は障害者の雇用の促進 高年齢者等又は障害者の雇用の促進及びそ
及び(社）全国重度障害者雇用事業所 及びその職業の安定に係る事業を行う の職業の安定に係る事業を行う法人（以下「受
協会への委託業務に係る随意契約につ 法人（以下「受託法人」という。）へ 託法人」という。）への平成２２年度業務の
いては、一般競争入札等競争性のある の業務の委託については、一般競争入 委託については、一般競争入札により実施す
契約形態へ移行すること。 札等競争性のある契約形態への移行を る。

実施する。また、委託業務に係る会計 また、委託業務に係る会計監査の強化及び
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監査の強化及び精算報告書等に係る審 精算報告書等に係る審査の徹底を図るなど、
査の徹底を図るなど、事業の適正な執 事業の適正な執行に努める。
行に努める。

(3)業務・システムの最適化 (3)業務・システムの最適化
「障害者雇用支援システム」につい 平成２１年度から運用を開始した障害者雇

て、平成１９年度に策定した最適化計 用支援システムについて、最適化効果の検証
画に基づくシステム構成の見直し、処 を行う。
理機能の拡充等により、システム経費
の削減及び業務処理の効率化・合理化
を図る。

５ 保有資産の見直し
せき髄損傷者職業センターの廃止に

伴い生ずる遊休資産については、国の
資産債務改革の趣旨を踏まえ、処分す
ること。

６ 事業の費用対効果 ３ 事業の費用対効果 ３ 事業の費用対効果
事業の実施に要した費用及び事業に 事業の実施に要した費用及び事業に 事業の実施費用を随時把握したうえで、事

よって得られた効果を把握・分析し、 よって得られた効果を把握・分析し、 業によって得られた効果を把握・分析し、そ
その結果を事業実施内容の見直しや新 その結果を事業実施内容の見直しや新 の結果を事業実施内容の見直しや新たな事業
たな事業展開につなげること。 たな事業展開につなげる。 展開につなげる。

７ 実践的手法の開発、講習及び啓発事 ４ 障害者雇用納付金を財源に行う実践 ４ 障害者雇用納付金を財源に行う実践的手法
業の事業規模についての配慮 的手法の開発、講習及び啓発の事業規 の開発、講習及び啓発の事業規模の配慮

模の配慮
機構が行う障害者の雇用に関する実 障害者雇用納付金を財源に行う実践 障害者雇用納付金を財源に行う実践的手法

践的手法の開発、講習の事業、障害者 的手法の開発、講習及び啓発の事業に の開発、講習及び啓発の事業については、障
の雇用について事業主その他国民一般 ついては、障害者雇用調整金、報奨金、 害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者特
の理解を高めるための啓発の事業につ 在宅就業障害者特例調整金及び在宅就 例調整金及び在宅就業障害者特例報奨金並び
いては、障害者雇用調整金、報奨金、 業障害者特例報奨金並びに障害者雇用 に障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金
在宅就業障害者特例調整金及び在宅就 納付金制度に基づく各種助成金の支給 の支給に支障が生じないよう、その事業規模
業障害者特例報奨金並びに障害者雇用 に支障が生じないよう、その事業規模 について配慮する。
納付金制度に基づく各種助成金の支給 について配慮する。
に支障をきたさないように、その事業
規模について配慮すること。

５ 給付金及び助成金業務の効率化 ５ 給付金及び助成金業務の効率化
高年齢者等の雇用の確保に資する措 高年齢者等の雇用の確保に資する措置を講

置を講ずる事業主又はその事業主の団 ずる事業主又はその事業主の団体に対する給
体に対する給付金及び障害者雇用納付 付金及び障害者雇用納付金制度に基づく助成
金制度に基づく助成金の支給業務につ 金の支給業務については、円滑かつ迅速な支
いては、円滑かつ迅速な支給、支給に 給、支給に係るトラブル防止等のため、事業
係るトラブル防止等のため、事業主等 主等に対して、支給申請書等の記入方法等の
に対して、支給申請書等の記入方法等 教示など事前相談を行うとともに、申請から
の教示など事前相談を行うとともに、 支給決定までの期間等について十分な説明を
申請から支給決定までの期間等につい 行う。また、適正支給の観点に留意しつつ、
て十分な説明を行う。また、適正支給 １件当たりの平均処理期間（支給申請の受付
の観点に留意しつつ、①添付書類の簡 から支給決定までの期間）の短縮に向け、次
素合理化、進捗管理の厳格化等による の措置を講ずる。
事務手続の効率化、②事業主等に分か
りやすい資料の作成配布等による申請
方法の周知徹底、③受託法人の担当者
会議の開催等による審査能力の向上等
の取組を行い、第２期中期目標の最終
年度には、１件当たりの平均処理期間
（支給申請の受付から支給決定までの
期間）を５％短縮する。

(1)添付書類の簡素合理化、進捗管理の厳格化
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等による事務手続の効率化

① 給付金業務については、「給付金システム」
を活用して支給決定案件ごとの処理期間の
把握を通じた遅滞部署への指導や必要に応
じて審査業務の見直しを行い事務処理の効
率化を図る。また、受託法人に対しては支
給申請書の処理期間１５日以内を厳守する
ように個別指導するなど進捗管理の徹底を
図る。

② 助成金業務については、適正支給の確保
に留意しつつ、申請様式及び添付書類の簡
素合理化並びに審査点検の効率化を図るべ
く検討を加え、検討結果に基づき迅速に
実施する。
また、書類の受理方法や保管方法の改善

等により進捗状況を日常的に把握するとと
もに、機構本部からの疑義照会に対する受
託法人の回答の迅速化に取り組むことによ
り、進捗管理等の徹底を図る。
さらに、進捗管理の効果的・効率的な実

施に資するため、障害者助成金の電算処理
システムの改定を実施する。

③ また、ホームページに掲載している申請
書等の様式、添付書類一覧表、支給申請手
続の説明等について、申請事業主が容易に
理解できるよう内容の改善を図る。

(2)事業主等に分かりやすい資料の作成配布等
による申請方法の周知徹底
給付金及び助成金の種類ごとのパンフレッ

トをより一層分かりやすいものに改善し、事
業主等に対して給付金及び助成金の支給要件
及び手続等を周知する。
また、円滑かつ迅速な支給、支給申請の際

のトラブル防止のため、受託法人の窓口にお
ける事業主等に対して、支給申請書等の記入
方法、審査に要する手続及び期間等について、
十分な事前説明を行う。

(3)受託法人の担当者会議の開催等による審査
能力の向上等の取組
受託法人の業務担当者会議等を開催し、審

査手順、審査に当たっての留意事項等の説明
及び事例検討の実施により、審査能力の向上
等を図る。
受託法人の審査業務等の効率的・効果的な

実施に資するため、審査点検に係るチェック
リストの活用による厳密な審査点検の徹底を
図る。

【評価項目１ 効果的・効率的な業務運営体制の確立、業務 自己評価 評定
運営の効率化に伴う経費節減等、事業の費用対効果、障害
者雇用納付金を財源に行う実践的手法の開発、講習及び啓
発の事業規模の配慮、給付金及び助成金業務の効率化】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等
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［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値に ［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値について、
ついて、年度計画において設定した目標値 年度計画において設定した目標値

・一般管理費（人件費、新規に追加される業務、拡充業務分 ・一般管理費（人件費、新規に追加される業務、拡充業務分等を除く。）
等を除く。）については効率的な利用に努め、第２期中期 については効率的な利用に努め、第２期中期目標期間中、毎年度平
目標期間中、毎年度平均で３％程度の額を節減すること。 均で３％程度の額を節減すること。

一般管理費については、前年度と比べて３％程度の額を節 一般管理費については、前年度と比べて３％程度の額を節減する
減すること。 こと。

平成21年度 △3.1％（平成20年度比）
平成20年度 △3.1％（平成19年度比）

・業務経費（事業主等に支給する障害者雇用調整金等、新規 ・業務経費（事業主等に支給する障害者雇用調整金等、新規に追加さ
に追加される業務、拡充業務分等を除く。）については、 れる業務、拡充業務分等を除く。）については、第２期中期目標期
第２期中期目標期間中、毎年度平均で総額１．９％程度の 間中、毎年度平均で総額１．９％程度の額を節減すること。
額を節減すること。
業務経費については、前年度と比べて総額１．９％程度 業務経費については、前年度と比べて総額１．９％程度の額を節
の額を節減すること。 減すること。

平成21年度 △3.1％（平成20年度比）
平成20年度 △2.4％（平成19年度比）

・高年齢者等の雇用の確保に資する措置を講ずる事業主又は ・高年齢者等の雇用の確保に資する措置を講ずる事業主又はその事業
その事業主団体に対する給付金及び障害者雇用納付金制度 主団体に対する給付金及び障害者雇用納付金制度に基づく助成金の
に基づく助成金の支給業務について、第２期中期目標の最 支給業務について、第２期中期目標の最終年度には、１件当たりの
終年度には、１件当たりの平均処理期間（支給申請の受付 平均処理期間（支給申請の受付から支給決定までの期間）を５％短
から支給決定までの期間）を５％短縮すること。 縮すること。

平成21年度 45.4日 12.4％
平成20年度 49.8日 3.9％
平成19年度 51.8日 ―

［評価の視点］ ［評価の視点］
・機構の組織体制について、業務の効果的・効率的実施等の ・機構の組織体制について、業務の効果的・効率的実施等の観点から、
観点から、見直しを行っているか。 見直しを行っているか。

・駐在事務所の廃止、せき髄損傷者職業センターの廃止、地 ・駐在事務所の廃止、せき髄損傷者職業センターの廃止、地域障害者
域障害者職業センターの管理事務の集約化等を行うべく取 職業センターの管理事務の集約化等を行うべく取組を行っているか。
組を行っているか。

・一般管理費について、第２期中期目標期間中、毎年度平均 ・一般管理費について、第２期中期目標期間中、毎年度平均で３％程
で３％程度の額を節減するための取組を進めているか。 度の額を節減するための取組を進めているか。

・業務経費について、第２期中期目標期間中、毎年度平均で ・業務経費について、第２期中期目標期間中、毎年度平均で総額１．
総額１．９％程度の額を節減するための取組を進めている ９％程度の額を節減するための取組を進めているか。
か。

・事業費における冗費を点検し、その削減を図っているか。 ・事業費における冗費を点検し、その削減を図っているか。

・受託法人への業務の委託について、競争性のある契約形態 ・受託法人への業務の委託について、競争性のある契約形態への移行
への移行を実施するための取組を進めているか。 を実施するための取組を進めているか。

・契約について、「随意契約見直し計画」が計画どおり進む ・契約について、「随意契約見直し計画」が計画どおり進むなど随意
など随意契約の適正化のための取組を進めているか。（政 契約の適正化のための取組を進めているか。（政・独委評価の視点
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・独委評価の視点「５契約 (2)随意契約見直し計画」と同 「５契約 (2)随意契約見直し計画」と同趣旨）
趣旨）

・「随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目標達成に向 ・「随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目標達成に向けた具体
けた具体的取組状況について、必要な評価が行われているか。 的取組状況について、必要な評価が行われているか。（政・独委評
（政・独委評価の視点「５契約 (2)随意契約見直し計画」） 価の視点「５契約 (2)随意契約見直し計画」）

・委託業務に係る会計監査の強化及び精算報告書等に係る審 ・委託業務に係る会計監査の強化及び精算報告書等に係る審査の徹底
査の徹底を図るなど、事業の適正な執行に努めているか。 を図るなど、事業の適正な執行に努めているか。

・高齢期における職業生活設計に関する助言又は指導業務に （削除） ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画に基づく
ついて、高齢期雇用就業支援コーナーの箇所数の削減、民 削除。
間競争入札の導入（３か所程度）等、サービスの質の維持
向上及び経費の削減を図ったか。

・「障害者雇用支援システム」について、最適化計画に基づ ・「障害者雇用支援システム」について、最適化計画に基づくシステ
くシステム構成の見直しによりシステム経費の削減及び業 ム構成の見直しによりシステム経費の削減及び業務処理の効率化・
務処理の効率化・合理化を図ったか。 合理化を図ったか。

・業務改善の取組を適切に講じているか。 ・業務改善の取組を適切に講じているか。

・国民のニーズとずれている事務・事業や、費用に対する効 ・国民のニーズとずれている事務・事業や、費用に対する効果が小さ
果が小さく継続する必要性の乏しい事務・事業がないか等 く継続する必要性の乏しい事務・事業がないか等の検証を行い、そ
の検証を行い、その結果に基づき、見直しを図っているか。 の結果に基づき、見直しを図っているか。

・障害者雇用納付金を財源に行う実践的手法の開発、講習及 ・障害者雇用納付金を財源に行う実践的手法の開発、講習及び啓発の
び啓発の事業について、障害者雇用調整金、報奨金等及び 事業について、障害者雇用調整金、報奨金等及び障害者雇用納付金
障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金の支給に支障が 制度に基づく各種助成金の支給に支障が生じない事業規模となって
生じない事業規模となっているか。 いるか。

・事業主等に対して、支給申請書等の記入方法等の教示など ・事業主等に対して、支給申請書等の記入方法等の教示など十分な事
十分な事前相談を行っているか。 前相談を行っているか。

・給付金及び助成金の支給業務について、第２期中期目標の ・給付金及び助成金の支給業務について、第２期中期目標の最終年度
最終年度に、１件当たりの平均処理期間を５％短縮するた に、１件当たりの平均処理期間を５％短縮するため、事務手続の効
め、事務手続の効率化、事業主等に対する申請方法の周知 率化、事業主等に対する申請方法の周知徹底、受託法人における審
徹底、受託法人における審査能力の向上等を図るための取 査能力の向上等を図るための取組を進めているか。
組を進めているか。

・契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用 ・契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用の適切性
の適切性等、必要な評価が行われているか。 等、必要な評価が行われているか。

・契約事務手続に係る執行体制や審査体制について、整備・ ・契約事務手続に係る執行体制や審査体制について、整備・執行等の
執行等の適切性等、必要な評価が行われているか。（政・ 適切性等、必要な評価が行われているか。（政・独委評価の視点「５
独委評価の視点「５契約 (1)契約に係る規程類、体制」） 契約 (1)契約に係る規程類、体制」）

・契約の締結に当たって、透明性・競争性等が確保されてい ・契約の締結に当たって、透明性・競争性等が確保されているか。（政
るか。（政・独委評価の視点「５契約 (3)個々の契約」と ・独委評価の視点「５契約 (3)個々の契約」と同趣旨）
同趣旨）

・契約監視委員会での見直し・点検は適切に行われたか（そ ・契約監視委員会での見直し・点検は適切に行われたか（その後のフ
の後のフォローアップを含む。）。 ォローアップを含む。）。

・法人の特定の業務を独占的に受託している関連法人につい ・法人の特定の業務を独占的に受託している関連法人について、当該
て、当該法人と関連法人との関係が具体的に明らかにされ 法人と関連法人との関係が具体的に明らかにされているか。
ているか。
当該関連法人との業務委託の妥当性についての評価が行わ 当該関連法人との業務委託の妥当性についての評価が行われている
れているか。 か。

・関連法人に対する出資、出えん、負担金等（以下「出資等」 ・関連法人に対する出資、出えん、負担金等（以下「出資等」という。）
という。）について、法人の政策目的を踏まえて適切な出 について、法人の政策目的を踏まえて適切な出資等行われているか。



- 8 -

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構

資等行われているか。（政・独委評価の視点「７関連法人」） （政・独委評価の視点「７関連法人」）

・関連公益法人との関係について、透明性確保に向けた見直 ・関連公益法人との関係について、透明性確保に向けた見直しを図っ
しを図っているか。 ているか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（４） （注：中期計画三年度目）

中期目標 中期計画 平成２２年度計画 平成２２年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事
関する事項 関する事項 項

(2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ
項について、事業主その他の関係者に 項について、事業主その他の関係者に いて、事業主その他の関係者に対して相談そ
対して相談その他の援助を行うことに 対して相談その他の援助を行うことに の他の援助を行うことに関する事項
関する事項 関する事項

高年齢者等の安定した雇用の確保、 高年齢者雇用確保措置に関する事業 希望者全員を対象とする継続雇用制度の導
雇用管理改善等の実施、高年齢者等の 主の取組、高年齢者等の雇用管理改善 入、「７０歳まで働ける企業」の実現、小規
多様な就業ニーズに応じた就業機会の 等、高年齢者等の職業の安定を図るた 模企業における６５歳までの雇用確保措置の
確保を図るために、職業安定機関と連 めの多様な就業機会の確保に関して、 完全実施等の重点課題に資するため、高年齢
携しつつ、事業主等に対して必要な支 事業主等に対する支援を職業安定機関 者雇用確保措置に関する事業主の取組、高年
援を実施すること。 と十分に連携しつつ、効果的に実施す 齢者等の雇用管理改善等、高年齢者等の職業

る。 の安定を図るための多様な就業機会の確保に
関して、相談・援助、実践的手法の開発、啓
発広報活動等を職業安定機関と十分に連携し
つつ、効果的に実施する。

① 高年齢者雇用アドバイザー等によ ア 高年齢者雇用アドバイザー等によ ① 高年齢者雇用アドバイザー及び７０歳雇
る相談・援助等の実施 る相談・援助等の実施 用支援アドバイザーによる相談・援助等の

実施
「希望者全員を対象とする継続雇 希望者全員を対象とする継続雇用 高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援

用制度の導入」、「７０歳まで働ける 制度の導入、「７０歳まで働ける企業」 助は、６５歳までの安定した雇用を確保す
企業の実現」、「小規模企業における の実現、小規模企業における６５歳 るため、雇用管理改善に取り組もうとする
６５歳までの雇用確保措置の完全実 までの雇用確保措置の完全実施等の 又は取り組む必要がある事業主に対して実
施」等に資するため、高年齢者雇用 重点課題に資するため、高年齢者雇 施する。
アドバイザー等を活用して、執行の 用アドバイザー及び７０歳雇用支援 その実施に当たっては、６５歳までの高
効率化を図りつつ、機構の蓄積する アドバイザーが、事業主等に対して、 年齢者雇用確保措置の未実施企業、とりわ
専門的知見を基に事業主等に対する 企業診断システムを活用して対象企 け小規模企業に対する高年齢者雇用確保措
高年齢者等の雇用の技術的問題全般 業の課題等を把握する等により、毎 置の実施・定着を図るための相談・援助及
に関する相談・援助を行い、相談・ 年度延べ３０，０００件の相談・援 び希望者全員を対象とする制度を導入する
援助を実施した事業主等に対して追 助を計画的かつきめ細かく実施する。 ための相談・援助に重点を置いて実施する。
跡調査を実施し、７０％以上の利用 実施後は、相談・援助を行った事業 小規模企業に対する６５歳までの高年齢
事業主等において、具体的な課題改 主等に対して追跡調査を実施し、有 者雇用確保措置の実施・定着を図るための
善効果が見られるようにすること。 効回答のうち７０％以上の事業主等 相談・援助については、職業安定機関が重
また、当該調査結果を分析し、高 において、具体的な課題改善効果が 点的に行う集団指導・個別指導との一体的

年齢者雇用アドバイザー等の業務の 見られるようにする。 取組として、３１人以上５０人以下規模企
質の向上を図ること。 高年齢者雇用アドバイザーによる 業に対して実施する。

相談・援助は、６５歳までの高年齢 また、継続雇用制度の年齢を義務年齢に
者雇用確保措置の未実施企業、とり 合わせて段階的に引き上げることとしてい
わけ小規模な企業に対する高年齢者 る企業に対しては、平成２２年４月１日か
雇用確保措置の実施・定着を図るた ら義務年齢が６４歳へ引き上げられたこと
めの相談・援助、希望者全員を対象 を周知するとともに、６５歳までの引上げ
とする制度を導入するための相談・ 及び希望者全員が働ける制度への変更を促
援助及び継続雇用制度の対象者を就 す。
業規則等により定めることができる さらに平成２２年度末で継続雇用制度の
経過措置期間の終了後において、労 対象者を就業規則等により定めることがで
使協定による適切な基準を定めるた きる経過措置期間が終了する予定であるこ
めの相談・援助に重点を置いて実施 とから、該当する企業に対し、労使協定に

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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する。 よる適切な基準を定めるための相談・援助
を積極的に実施する。

７０歳雇用支援アドバイザーによ ７０歳雇用支援アドバイザーによる相談
る相談・援助は、「「７０歳まで働け ・援助は、「７０歳まで働ける企業」の実現
る企業」の実現に向けた提言」を踏 に向けた提言を踏まえ、「７０歳まで働ける
まえ、６５歳までの高年齢者雇用確 企業」の普及促進のため、６５歳までの高
保措置の実施企業を中心に、６５歳 年齢者雇用確保措置の実施企業を中心に、
を超える定年延長等の企業の自主的 ６５歳を超える定年延長等の企業の自主的
な取組を支援する。 な取組を支援する。

平成２１年度をもって廃止した職場活性
化研修により行ってきた事業主に対するサ
ービスについてのニーズに応えるため、高
年齢者雇用アドバイザー及び７０歳雇用支
援アドバイザー（以下「高年齢者雇用アド
バイザー等」という。）が行う高齢者等の雇
用に関する事業主等への相談・援助として、
企業等を会場として当該企業の職場管理者
又は中高年従業員に対する研修を実施する。

イ 高年齢者雇用確保措置等については、
事業主が取り組む際に課題となる賃金・退
職金制度又は人事管理制度等の見直し等に
対して、高年齢者雇用アドバイザー等が３
０，０００件以上の相談・援助を実施する
ことにより、高年齢者等の雇用管理の改善
に関する事業主の取組を支援する。
特に７０歳雇用支援アドバイザーによる

相談・援助は、都道府県労働局が策定する
国の目標（「７０歳まで働ける企業」の割
合を平成２２年度末を目途に２０％とす
る）の達成に向けた取組を着実に実行する
ための年度別目標と具体的な取組等の戦略
に基づき、支援効果が見込まれる企業のリ
スト等を活用し、訪問対象企業を労働局と
共同して選定するなど、職業安定機関と密
接な連携を図りながら、計画的に実施する。
また、企業診断システム及び仕事能力把

握ツール（以下「企業診断システム等」と
いう。）を積極的に活用して対象企業の能
力開発、職場環境整備、人事管理制度及び
健康・安全管理等に係る課題を把握するこ
とにより、具体的な解決案を提案する相談
・援助につなげることとし、運用件数は２，
６００件以上とする。

相談・援助実施後は、利用事業主等に対
して追跡調査を実施し、有効回答のうち７
０％以上の事業主等において、具体的な課
題改善効果が見られるようにする。また、
効果がなかった旨の評価に対しては、自由
回答欄の記載を分析し、その原因等を把握
する等により、より利用者の満足が得られ
る内容となるよう随時見直しを図る。

ロ 高年齢者雇用アドバイザー等が、企業
に対する相談・援助の過程で、中高年従業
員の活用方法等や職業意欲の向上等の支援
のニーズを把握した場合には、企業の職場
管理者の能力向上及び意識改革、中高年従

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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業員の自己啓発促進等による職務遂行能力
の向上を図るための研修（以下「企業ニー
ズによる研修」という。）を効果的に実施
する。

高年齢者雇用アドバイザー等は、 ハ 高年齢者雇用アドバイザー等は、企業診
相談・援助によって明らかになった 断システム等の活用や相談・援助によって
高年齢者の継続雇用に当たっての条 明らかになった課題に対して、その解決に
件整備に関する具体的な解決案を提 向けた助言を行い、自力で解決することが
案するなど企画立案サービスを積極 できない事業主に対して具体的な解決案を
的に実施する。 提案する企画立案サービスを積極的に実施

する。

高年齢者雇用アドバイザー等によ ニ 高年齢者雇用アドバイザー等によるサー
るサービスの一層の質の向上を図る ビスの一層の質の向上を図るため、活動実
ため、相談・援助等の好事例の提供、 態の把握を行うとともに、継続雇用制度等
事例検討会、実務研修等を実施する。 を導入した企業等の賃金・退職金制度、人

事管理制度等について、事例発表・意見交
換等を行う事例検討会を行う。
また、事例検討会で出された好事例を収

集・整理し、事例集等を作成し、高年齢者
雇用アドバイザー等に提供する。

ホ 社会の変化や事業主の経営環境の状態等
に対応した相談・援助の技術の向上を図る
ため、高年齢者雇用アドバイザー等に対し
て、企業診断システム等の効果的な活用や
企画立案サービス、企業ニーズによる研修
の効果的実施に資する実務研修等を実施す
る。
なお、実施に当たっては、企業等に対す

る高年齢者雇用に係る人事・労務管理上の
諸問題の具体的な解決策の提案や「７０歳
まで働ける企業」の実現に向けた企業の実
情に合わせた提案を行う資質や技術を高め
るため、事例発表、グループ討議を中心と
した研修内容とする。

ヘ 機構は、高年齢者雇用アドバイザー等が
実施する勉強会など自主的な資質向上への
取組を支援するため、研修会、勉強会等へ
の機構職員の参加やメールマガジンの発行
を行う。

(3)労働者に対して、その高齢期におけ (3)労働者に対して、その高齢期におけ (3)労働者に対して、その高齢期における職業
る職業生活の設計を行うことを容易に る職業生活の設計を行うことを容易に 生活の設計を行うことを容易にするために必
するために必要な助言又は指導を行う するために必要な助言又は指導を行う 要な助言又は指導を行うことに関する事項
ことに関する事項 ことに関する事項

高年齢者雇用確保措置の実施状況や 高年齢者雇用確保措置の実施状況や 高年齢者雇用確保措置の実施状況や団塊の
団塊の世代が６０歳に到達しつつある 団塊の世代が６０歳に到達しつつある 世代の全員が６０歳に到達し、さらに平成２
ことを踏まえ、６５歳以降を視野に入 ことを踏まえ、６５歳以降を視野に入 ４年には６５歳に到達しはじめることを踏ま
れた職業生活設計に重点を移し、労働 れた職業生活設計に重点を移し、労働 え、労働者が早い段階から自らのキャリア設
者が早い段階から自らの希望と能力に 者が早い段階から自らの希望と能力に 計を含めた職業生活の設計を行い、６５歳以 平成21年度業務実績評価シートの項目７を本項目4に統合。
応じた多様な働き方を選択し、実現で 応じた多様な働き方を選択し、実現で 降まで多様な働き方を選択し、自らの希望と
きるようにするため、職業安定機関等 きるようにするため、職業安定機関等 能力に応じて働くことができるようにするた
と密接な連携を図りながら、高齢期に と密接な連携を図りながら、高齢期に め、職業安定機関等と密接な連携を図りなが
おける職業生活の設計のための助言、 おける職業生活の設計のための助言、 ら、高齢期における職業生活の設計のための
援助を行うこと。 援助を行う。 助言、援助を行う。

実施に当たっては、高齢者雇用アドバイザ
ー等が企業に対する相談・援助を行う過程で
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把握したニーズに応じ、企業等を会場として
研修又は相談会により行う。

(4)６５歳までの雇用確保措置の導入・ (4)６５歳までの雇用確保措置の導入・ (4)６５歳までの雇用確保措置の導入・定着の
定着のための小規模企業に重点をおい 定着のための小規模企業に重点をおい ための小規模企業に重点をおいた支援を行う
た支援を行うことに関する事項 た支援を行うことに関する事項 ことに関する事項

小規模な企業において雇用確保措置 小規模な企業において雇用確保措置 小規模な企業において雇用確保措置の導入
の導入・定着が遅れている状況を踏ま の導入・定着が遅れている状況を踏ま ・定着が遅れている状況を踏まえ、支援対象
え、支援対象を小規模な企業に重点化 え、支援対象を小規模な企業に重点化 を小規模な企業に重点化し、小規模企業の特
し、小規模企業の特性を踏まえた、よ し、小規模企業の特性を踏まえた、よ 性を踏まえた、より効果的かつ効率的な事業
り効果的かつ効率的な事業手法を検討 り効果的かつ効率的な事業手法を検討 手法を検討し、その結果に基づき効果的かつ
し、その結果に基づき効果的かつ効率 し、その結果に基づき効果的かつ効率 効率的な運営を図る。
的な業務運営を図ること。 的な運営を図る。

(5)高年齢者雇用支援業務の政策転換を (5)高年齢者雇用支援業務の政策転換を (5)高年齢者雇用支援業務の政策転換を見据え
見据えた見直しに関する事項 見据えた見直しに関する事項 た見直しに関する事項

機構による高年齢者雇用支援業務 機構による高年齢者雇用支援業務 機構による高年齢者雇用支援業務は、６５
は、６５歳までの雇用確保に係る相談 は、６５歳までの雇用確保措置に係る 歳までの雇用確保措置に係る相談援助等の対
援助等の対象企業の重点化・縮小や、 相談援助等の対象企業の重点化・縮小 象企業の重点化・縮小や、新たな課題として
新たな課題として６５歳以上の雇用確 や、新たな課題として６５歳以上の雇 ６５歳以上の雇用確保に係る業務が見込まれ
保に係る業務が見込まれる一方、社会 用確保に係る業務が見込まれる一方、 る一方、社会経済情勢や法施行の状況等の関
経済情勢や法施行の状況等の関連諸施 社会経済情勢や法施行の状況等の関連 連諸施策の動向に影響を受けることなどを勘
策の動向に影響を受けることなどを勘 諸施策の動向に影響を受けることなど 案し、平成２５年度以降の高年齢者雇用支援
案し、平成２５年度以降の高年齢者雇 を勘案し、平成２５年度以降の高年齢 業務の実施体制・実施方法については、引き
用支援業務の実施体制・実施方法につ 者雇用支援業務の実施体制・実施方法 続き現行の枠組みで実施することが合理的か
いては、引き続き現行の枠組みで実施 については、引き続き現行の枠組みで つ効果的・効率的かについて、第２期中期目
することが合理的かつ効果的・効率的 実施することが合理的かつ効果的・効 標期間終了時までに検討し、結論を得ること
かについて、第２期中期目標期間終了 率的かについて、第２期中期目標期間 としているので、厚生労働省の検討に資する
時までに検討し、結論を得ることとし 終了時までに検討し、結論を得ること ように必要な連携を図る。
ているので、厚生労働省の検討に資す としているので、厚生労働省の検討に
るように必要な連携を図ること。 資するように必要な連携を図る。

自己評価 評定

評 価 項 目（現行） 評 価 項 目（案） 変 更 の 理 由 等

【評価項目４ 高年齢者雇用アドバイザー等による相談・援 【評価項目４ 高年齢者雇用アドバイザー等による相談・援助及び小 ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画に基づく変
助、各種講習等及び小規模企業に重点を置いた６５歳まで 規模企業に重点を置いた６５歳までの雇用確保措置の導入・定着支 更。
の雇用確保措置の導入・定着支援】 援】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値に ［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値について、
ついて、年度計画において設定した目標値 年度計画において設定した目標値

・高年齢者雇用アドバイザー及び７０歳雇用支援アドバイザ ・高年齢者雇用アドバイザー及び７０歳雇用支援アドバイザーが、事
ーが、事業主等に対して、毎年度延べ３０，０００件の相 業主等に対して、毎年度延べ３０，０００件の相談・援助を計画的
談・援助を計画的かつきめ細かく実施すること。 かつきめ細かく実施すること。

平成21年度 32,893件
平成20年度 32,456件

・企業診断システムの運用件数は２，１００件以上とするこ ・企業診断システム及び仕事能力把握ツールの運用件数は２，６００ ・平成２２年度計画に基づく変更。
と。 件以上とすること。
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平成21年度 2,795件（平成21年度目標：2,100件）
平成20年度 2,791件（平成20年度目標：1,800件）

・相談・援助を行った事業主等に対して追跡調査を実施し、 ・相談・援助を行った事業主等に対して追跡調査を実施し、有効回答
有効回答のうち７０％以上の事業主等において、具体的な のうち７０％以上の事業主等において、具体的な課題改善効果が見
課題改善効果が見られるようにすること。 られるようにすること。

平成21年度 83.0％
平成20年度 86.9％

・職場活性化研修を２６０回以上実施すること。 （削除） ・平成２２年度計画に基づく削除。

・研修実施後、受講者にアンケート調査を実施し、有効回答 （削除） ・平成２２年度計画に基づく削除。
のうち８５％以上の参加者から高年齢者等の雇用を進める
上で有効であった旨の評価が得られるようにすること。

・第２期中期目標期間中に１２０，０００人以上の受講者に （削除） ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画及び平成２
講習等を実施すること。 ２年度計画に基づく削除。
２４，０００人程度の受講者を対象に講習等を実施するこ
と。

・講習終了後、参加者にアンケート調査を実施し、８５％以 （削除） ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画及び平成２
上の参加者から高年齢者等の雇用を進める上で、有用であ ２年度計画に基づく削除。
った旨の評価を得ること。

・事業主等に対して追跡調査を実施し、有効回答のうち８０ （削除） ・平成２２年度計画に基づく削除。
％以上の事業主等から雇用管理の改善を進める上で効果が
あった旨の評価が得られるよう質の向上を図ること。

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ２ (2) ① 高年齢者雇用アドバイザー及び７０歳雇用 第２ ２ (2) ① 高年齢者雇用アドバイザー及び７０歳雇用支援ア

支援アドバイザーによる相談・援助等の実施 ドバイザーによる相談・援助等の実施

・高年齢者雇用アドバイザー等が、事業主等に対して、毎年 ・高年齢者雇用アドバイザー等が、事業主等に対して、毎年度延べ３
度延べ３０，０００件の相談・援助を計画的かつきめ細か ０，０００件の相談・援助を計画的かつきめ細かく実施しているか。
く実施しているか。

・追跡調査の回答者のうち７０％以上から具体的な課題改善 ・追跡調査の回答者のうち７０％以上から具体的な課題改善効果が見
効果が見られた旨の評価が得られたか。 られた旨の評価が得られたか。

・高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援助は、６５歳ま ・高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援助は、６５歳までの高年
での高年齢者雇用確保措置の未実施企業、とりわけ小規模 齢者雇用確保措置の未実施企業、とりわけ小規模な企業に対する相
な企業に対する相談・援助、希望者全員を対象とする制度 談・援助、希望者全員を対象とする制度を導入するための相談・援
を導入するための相談・援助及び継続雇用制度の対象者の 助及び継続雇用制度の対象者の基準を労使協定により定めるための
基準を労使協定により定めるための相談・援助に重点を置 相談・援助に重点を置いて実施しているか。
いて実施しているか。

・７０歳雇用支援アドバイザーによる相談・援助は、６５歳 ・７０歳雇用支援アドバイザーによる相談・援助は、６５歳までの高
までの高年齢者雇用確保措置の実施企業を中心に、６５歳 年齢者雇用確保措置の実施企業を中心に、６５歳を超える定年延長
を超える定年延長等の企業の自主的な取組を支援している 等の企業の自主的な取組を支援しているか。
か。
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・高年齢者雇用アドバイザー等は、企画立案サービスを積極 ・高年齢者雇用アドバイザー等は、企画立案サービスを積極的に実施
的に実施しているか。 しているか。

・高年齢者雇用アドバイザー等が講師となり、職場活性化研 （削除） ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画に基づく削
修を積極的に実施しているか。 除。

・高年齢者雇用アドバイザー等によるサービスの一層の質の ・高年齢者雇用アドバイザー等によるサービスの一層の質の向上を図
向上を図るため、相談・援助等の好事例の提供、事例検討 るため、相談・援助等の好事例の提供、事例検討会、実務研修等を
会、実務研修等を実施しているか。 実施しているか。

第２ ２ (2) ②高年齢者等の雇用に関する各種講習等の実施

・高年齢者雇用管理研修、高年齢者雇用推進者講習について、
第２期中期目標期間中に１２０，０００人以上の受講者を
対象に実施するための取組を進めているか。

・アンケート調査の回答者のうち８５％以上から高年齢者等
の雇用を進める上で有用であった旨の評価が得られたか。

・企業の経営者層等を対象に、高年齢者等の雇用確保の重要 （削除） ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画に基
性や雇用管理の改善等について理解を深めるための「高年 づく削除。
齢者雇用管理研修」を実施しているか。

・各事業所において選任された高年齢者雇用推進者を対象に、
高年齢者等の雇用の好事例や地域別・産業別等の取組の実
態などの情報提供及び意見交換等を行う「高年齢者雇用推
進者講習」を実施しているか。

第２ ２ (4) ６５歳までの雇用確保措置の導入・定着のた 第２ ２ (4) ６５歳までの雇用確保措置の導入・定着のための小規
めの小規模企業に重点をおいた支援を行うことに関する事 模企業に重点をおいた支援を行うことに関する事項
項

・支援対象を小規模な企業に重点化し、小規模企業の特性を ・支援対象を小規模な企業に重点化し、小規模企業の特性を踏まえた、
踏まえた、より効果的かつ効率的な事業手法を検討し、そ より効果的かつ効率的な事業手法を検討し、その結果に基づく効果
の結果に基づく効果的かつ効率的な運営に取り組んでいる 的かつ効率的な運営に取り組んでいるか。
か。

第２ ２ (5) 高年齢者雇用支援業務の政策転換を見据えた 第２ ２ (5) 高年齢者雇用支援業務の政策転換を見据えた見直しに
見直しに関する事項 関する事項

・平成２５年度以降の高年齢者雇用支援業務の実施体制・実 ・平成２５年度以降の高年齢者雇用支援業務の実施体制・実施方法に
施方法に関する厚生労働省の検討に資するよう、必要な連 関する厚生労働省の検討に資するよう、必要な連携を図っているか。
携を図っているか。
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 平成２２年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事
関する事項 関する事項 項

(2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ
項について、事業主その他の関係者に 項について、事業主その他の関係者に いて、事業主その他の関係者に対して相談そ
対して相談その他の援助を行うことに 対して相談その他の援助を行うことに の他の援助を行うことに関する事項
関する事項 関する事項

② 実践的手法の開発・提供 イ 実践的手法の開発・提供 ② 実践的手法の開発・提供
高年齢者等の安定した雇用の確保 企業における高年齢者等の雇用に 企業における高年齢者等の雇用に係る問

の促進を図るため、賃金、人事処遇 係る問題の解決、雇用管理の改善等 題の解決、雇用管理の改善等に資するため、
制度等高年齢者等の雇用を進めてい に資するため、事業主のニーズに配 事業主のニーズに配慮しつつ、高年齢者等
く上での課題解決に資する実践的手 慮しつつ、高年齢者等の雇用に関す の雇用に関する必要な実践的手法を開発し、
法を開発し、また、事業主等と共同 る必要な実践的手法を開発し、高年 高年齢者雇用アドバイザー等が行う相談・
研究を行うことにより、これらの成 齢者雇用アドバイザー等が行う相談 援助への活用を図るとともに、開発成果を
果について高年齢者雇用アドバイザ ・援助への活用を図るとともに、開 ホームページ等を通じて提供することによ
ー等が行う相談・援助への活用を図 発成果をホームページ等を通じて提 り、事業主等の自主的な取組を支援する。
るとともに、開発成果を事業主の利 供することにより、事業主等の自主
用しやすい報告書、マニュアル等の 的な取組を支援する。
成果物として事業主等に提供し、そ
の自主的な取組を支援すること。

① 事業主支援手法等の開発 イ 事業主支援手法等の開発
高年齢者雇用アドバイザー等に 「７０歳まで働ける企業」の普及・促進

よる相談・援助の効果的な実施に 等を進めていく上での課題となる要因を明
資するため、事業主支援手法等を らかにし、その解決を図るため、賃金・人
開発する。 事処遇制度等に関する調査研究等を行い、

事業主支援手法等を開発し、併せてその研
究成果を高年齢者雇用アドバイザー等の行
う相談・援助業務等への活用を図る。
また、「７０歳まで働ける企業」の普及

を加速するため、高年齢者雇用アドバイザ
ー等が相談・援助を行う際にどのような情
報が必要か、また、どのような手法が効果
的かなどについてアドバイザー等からニー
ズ把握を行い、それをもとに新たな相談手
法や企業への情報提供のあり方について検
討を行う。

② 共同研究の実施及び先進企業の事 ロ 共同研究の実施及び先進企業事例の収集
例の収集・提供 ・提供
高年齢者等の雇用確保のための 高年齢者等の能力の有効活用、職域開発、

条件整備に必要な調査研究を事業 モチベーション向上等に必要な調査研究を
主等と共同で実施する。また、高 行おうとしている事業主等と共同して、「職
年齢者等の意欲、能力を活用した 務再設計」「人事・賃金」「能力開発」「健
多様な就業形態の開発等を支援す 康管理」をテーマとし、７０歳まで働ける
るとともに、高年齢者等の雇用を 企業への取組を中心とした共同研究を１０
推進している先進企業の事例の収 件以上実施する。
集・提供を行う。 また、「７０歳まで働ける企業」を実現

するためには、多様な働き方を考慮する必

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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要があることから、高齢者のニーズに応じ
た様々な就業形態を取り入れている企業の
事例を収集・提供するとともに、多様な就
業形態の開発等に取り組む企業を支援す
る。
さらに、高年齢者等の雇用を推進してい

る先進企業の事例を収集・提供するため、
高齢者雇用に創意工夫を行っている先進的
企業等を表彰する「高年齢者雇用開発コン
テスト」の実施、７０歳までいきいきと働
ける企業事例を内容とする「７０歳いきい
き企業１００選（２０１０年版）」の作成
を行う。

③ 産業別ガイドライン策定支援 ハ 産業別ガイドライン策定支援
産業団体が学識経験者、産業団 産業団体が学識経験者、産業団体代表者

体代表者等から構成する産業別高 等から構成する産業別高年齢者雇用推進委
年齢者雇用推進委員会を開催し、 員会を開催し、高年齢者等の雇用促進のた
高年齢者等の雇用促進のために解 めに解決すべき課題等について検討を行
決すべき課題等について検討を行 い、その結果に基づき高年齢者等の雇用を
い、その結果に基づき高年齢者等 より一層促進するために必要なガイドライ
の雇用をより一層促進するために ンを自主的に策定することを支援する。
必要なガイドラインを自主的に策 平成２２年度は、新たに５団体（水産煉
定することを支援する。 製品製造業、葬儀業、医療業、添乗サービ

ス業、とび・土工工事業）について設置し、
平成２１年度から活動を続けている警備業
等５団体と併せて、計１０団体について取
組を支援する。

④ 開発成果の普及・活用の促進 ニ 開発成果の普及・活用の促進
上記①から③までによる実践的 上記イからハまでによる実践的手法の開

手法の開発により得られた成果に 発等により得られた成果については、７０
ついては、冊子等を作成し、事業 歳雇用実現に向けた企業の取組事例、産業
主等に配布するほか、常に情報の 別ガイドライン等を簡潔にとりまとめた冊
抽出・整理ができるようデータベ 子等を作成し、事業主等に配布するほか、
ースを構築し、当該開発成果に係 常に情報の抽出・整理ができるようデータ
る情報を蓄積・管理した上で、事 ベースを構築し、当該開発成果に係る情報
業主等が有効に活用できるようホ を蓄積・管理した上で、事業主等が有効に
ームページで公開する。 活用できるようホームページで公開する。

【評価項目５ 高年齢者雇用に関する実践的手法の開発・提 自己評価 評定
供】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・高年齢者等の能力の有効活用等に必要な調査研究を行おう ・高年齢者等の能力の有効活用等に必要な調査研究を行おうとしてい

としている事業主等と共同して、７０歳まで働ける企業へ る事業主等と共同して、７０歳まで働ける企業への取組を中心とし
の取組を中心とした共同研究を１０件以上実施すること。 た共同研究を１０件以上実施すること。

平成21年度 11件
平成20年度 11件

・新たに５団体（警備業、豆腐油揚製造業、自動車リサイク ・新たに５団体（水産煉製品製造業、葬儀業、医療業、添乗サービス ・平成２２年度計画に基づく変更。
ル業、在宅介護サービス業、労働者派遣業）について産業 業、とび・土工工事業）について産業別高年齢者雇用推進委員会を
別高年齢者雇用推進委員会を設置すること。 設置すること。

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構

平成21年度 ５団体
平成20年度 ５団体

・平成２０年度から活動を続けている印刷業等１０団体と併 ・平成２１年度から活動を続けている警備業等５団体と併せて、計１ ・平成２２年度計画に基づく変更。
せて、計１５団体について高年齢者等の雇用をより一層促 ０団体について高年齢者等の雇用をより一層促進するために必要な
進するために必要なガイドラインを自主的に策定すること ガイドラインを自主的に策定することを支援すること。
を支援すること。

平成21年度 15団体（新規５、継続10）
平成20年度 16団体（新規５、継続11）

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ２ (2) ③ イ 事業主支援手法等の開発 第２ ２ (2) ② イ 事業主支援手法等の開発

・高年齢者雇用アドバイザー等による相談・援助の効果的な ・高年齢者雇用アドバイザー等による相談・援助の効果的な実施の観
実施の観点から調査研究のテーマを設定しているか。 点から調査研究のテーマを設定しているか。

・研究成果を相談・援助業務等に活用しているか。 ・研究成果を相談・援助業務等に活用しているか。

第２ ２ (2) ③ ロ 共同研究の実施及び先進企業事例の 第２ ２ (2) ② ロ 共同研究の実施及び先進企業事例の収集・提
収集・提供 供

・高年齢者等の雇用確保のための条件整備に必要な調査研究 ・高年齢者等の雇用確保のための条件整備に必要な調査研究を事業主
を事業主等と共同で実施しているか。 等と共同で実施しているか。

・高年齢者等の雇用を推進している先進企業の事例の収集・ ・高年齢者等の雇用を推進している先進企業の事例の収集・提供を行
提供を行っているか。 っているか。

第２ ２ (2) ③ ハ 産業別ガイドライン策定支援 第２ ２ (2) ② ハ 産業別ガイドライン策定支援

・産業別高年齢者雇用推進委員会において、高年齢者等の雇 ・産業別高年齢者雇用推進委員会において、高年齢者等の雇用促進の
用促進のために解決すべき課題等について検討を行ってい ために解決すべき課題等について検討を行っているか。
るか。

・産業団体がガイドラインを自主的に策定することについて ・産業団体がガイドラインを自主的に策定することについて支援を行
支援を行っているか。 っているか。

第２ ２ (2) ③ 二 開発成果の普及・活用の促進 第２ ２ (2) ② 二 開発成果の普及・活用の促進

・実践的手法の開発により得られた成果について、冊子等を ・実践的手法の開発により得られた成果について、冊子等を作成し、
作成し、事業主等に配布するほか、事業主等が有効に活用 事業主等に配布するほか、事業主等が有効に活用できるようホーム
できるようホームページで情報提供を行っているか。 ページで情報提供を行っているか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（６） （注：中期計画三年度目）

中期目標 中期計画 平成２２年度計画 平成２２年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事
関する事項 関する事項 項

(2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ
項について、事業主その他の関係者に 項について、事業主その他の関係者に いて、事業主その他の関係者に対して相談そ
対して相談その他の援助を行うことに 対して相談その他の援助を行うことに の他の援助を行うことに関する事項
関する事項 関する事項

③ 啓発広報活動等の実施 ウ 啓発広報活動等の実施 ③ 啓発広報活動等の実施
高年齢者等の雇用問題に関する情 希望者全員を対象とする継続雇用 希望者全員を対象とする継続雇用制度の

報の効率的な活用と国民の理解の促 制度の導入、「７０歳まで働ける企業」 導入、「７０歳まで働ける企業」の実現、６
進を図るため、高年齢者雇用確保措 の実現、６５歳までの高年齢者雇用 ５歳までの高年齢者雇用確保措置の完全実
置及び高年齢者等の雇用に関する情 確保措置の完全実施など、意欲と能 施など、意欲と能力がある限り年齢に関わ
報及び資料の収集を計画的かつ効果 力がある限り年齢に関わりなく働き りなく働き続けることができる社会の実現
的に実施するとともに、事業主等に 続けることができる社会の実現に向 に向け、事業主をはじめ社会全体の意識を
対する情報の提供については、高齢 け、事業主をはじめ社会全体の意識 醸成するため、１０月の高年齢者雇用支援
者雇用を支援する月間を設け、各種 を醸成するため、高齢者雇用を支援 月間に高年齢者雇用開発フォーラムを開催
行事の開催、刊行誌の発行、ホーム する月間を設け、企業等が高齢者等 する。
ページへの掲載、マスメディア等の にとって働きやすい雇用環境にする
活用により啓発広報活動を効果的か ために創意工夫を行った改善の事例
つ積極的に展開すること。 の発表等を内容とする行事を開催す

る。

高年齢者雇用開発フォーラムは、高年齢
者雇用開発コンテスト入賞企業の表彰、入
賞企業等が創意工夫を行った改善事例の発
表及び意見・情報交換、機構が開発した実
践的手法及び共同研究等の成果の公開等を
効果的に組み合わせて実施する。

高齢化対策、高年齢者等の雇用 また、高齢化対策、高年齢者等の雇用問
問題について、その具体的対応事 題について、その具体的対応事例等を掲載
例等を掲載した定期刊行誌を毎月 した定期刊行誌「エルダー」を月６０，０
発行する。また、ホームページを ００部作成・発行し、事業主等に配布する。
活用した情報提供、新聞・テレビ なお、作成に当たっては、読者アンケート
といったマスメディア等の活用等 や編集委員会等の意見を踏まえ誌面の一層
による啓発広報活動を実施する。 の充実を図る。

さらに、高齢化・高齢者雇用に関連する
統計データを取りまとめた冊子を作成し、
事業主等に配布するほか、ホームページを
活用した情報提供及びマスメディア等を活
用した啓発広報活動を行う。

【評価項目６ 啓発事業（高齢者関係）】 自己評価 評定

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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・高齢者雇用フェスタの参加者にアンケート調査を実施し、 （削除） ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画及び平成２
有効回答のうち８０％以上の参加者から高年齢者等の雇用 ２年度計画に基づく削除。
問題についての理解が深まった旨の評価を得られるように
すること。

・高齢化対策、高年齢者等の雇用問題について、その具体的 ・高齢化対策、高年齢者等の雇用問題について、その具体的対応事例
対応事例等を掲載した定期刊行誌「エルダー」を月６０， 等を掲載した定期刊行誌「エルダー」を月６０，０００部作成・発
０００部作成・発行し、事業主等に配布すること。 行し、事業主等に配布すること。

平成21年度 月60,000部
平成20年度 月60,000部

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ２ (2) ③ 啓発広報活動等の実施

・高齢者雇用を支援する月間における事例発表等について、高年齢者 ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画に基づき新
等の雇用の確保の重要性を参加者に理解させるような内容になって たに設定。
いるか。

第２ ２ (2) ④ イ 高齢者雇用フェスタの実施

・高齢者雇用フェスタについて、高年齢者等の雇用の確保の
重要性を参加者に理解させるような内容になっているか。

・アンケート調査の回答者のうち８０％以上から高年齢者等
の雇用問題についての理解が深まった旨の評価が得られた （削除） ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画に基
か。 づく削除。

・アンケートによる高齢者雇用フェスタの在り方についての
意見を踏まえ、改善策について検討しているか。

第２ ２ (2) ④ ロ 定期刊行誌等の発行その他啓発広報
活動の実施

・定期刊行誌の一層の充実に向けた検討を行っているか。 ・定期刊行誌の一層の充実に向けた検討を行っているか。

・ホームページを活用した情報提供、新聞・テレビといった ・ホームページを活用した情報提供、新聞・テレビといったマスメデ
マスメディア等の活用等による啓発広報活動を実施してい ィア等の活用等による啓発広報活動を実施しているか。
るか。

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（７） （注：中期計画三年度目）

中期目標 中期計画 平成２２年度計画 平成２２年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務の実施
の実施に関する事項 の実施に関する事項 に関する事項

障害者職業センターにおける職業リ 障害者職業センターにおける職業リ 障害者職業センターにおける職業リハビリ
ハビリテーションについては、障害者 ハビリテーション関係業務について テーション関係業務については、障害者雇用
各人の障害の種類及び程度並びに希 は、障害者雇用納付金関係業務等と有 納付金関係業務等と有機的な連携を図るとと
望、適性、職業経験等の条件に応じ、 機的な連携を図るとともに、サービス もに、サービスを希望する者の就労支援ニー
総合的かつ効果的に実施すること。そ を希望する者の就労支援ニーズをでき ズをできる限り的確に把握しつつ、職業安定
のために、各関係機関との連携を図る る限り的確に把握しつつ、職業安定機 機関を始め、福祉、教育、医療機関等の関係
とともに、職業リハビリテーションの 関を始め、福祉、教育、医療機関等の 機関との密接な連携の下、適正かつ効果的に
実施に係る目標を設定し、厳格な外部 関係機関との密接な連携の下、適正か 業務を実施する。
評価を実施すること。 つ効果的に業務を実施する。 また、効率的かつ効果的な業務の実施に資

また、効率的かつ効果的な業務の実 するため、外部のリハビリテーション専門家
・ 障害者職業総合センター（以下「総 施に資するため、外部のリハビリテー から構成する職業リハビリテーション専門部
合センター」という。）については、 ション専門家による厳格な評価を実施 会において厳格な評価を実施する。
職業リハビリテーションの中核的機 する。
関としての機能を最大限発揮するこ
と。

・ 広域障害者職業センター（以下「広
域センター」という。）については、
全国の広範な地域から職業的重度障
害者を受け入れるとともに、地域セ
ンターについては、各都道府県にお
ける中核的な職業リハビリテーショ
ン機関として、職業安定機関、障害
者就業・生活支援センター、就労移
行支援事業者等とのネットワークを
構築し、連携の強化や各種情報の共
有化を図り、職業リハビリテーショ
ンに係る人材の育成や関係機関に対
する助言・援助に取り組むこと。

① 職業リハビリテーションの総合的 ア 職業リハビリテーションの総合的 ①職業リハビリテーションの総合的・効果的
・効果的な実施 ・効果的な実施 な実施
ア 障害者の個々の特性に応じた専門 ① 障害者の個々の特性に応じた専門 イ 障害者の個々の特性に応じた専門的支援
的支援の実施 的支援の実施 の実施
・ 地域センターについては、サー ・ 地域センターにおいては、発達 ・ 地域センターにおいては、発達障害者
ビスを希望する者の就労支援ニー 障害者等に対する専門的支援を始 等に対する専門的支援を始め、地域にお
ズをできる限り的確に把握し、第 め、地域における就労支援機関の ける就労支援機関の整備状況等を踏まえ、
２期中期目標期間中に延べ１２ 整備状況等を踏まえ、どの地域に どの地域においても適切な職業リハビリ
５，０００人以上の障害者に対し、 おいても適切な職業リハビリテー テーションを均等・公平に受けられるよ
より就職・職場定着に結びつく効 ションサービスを均等・公平に受 うにした上で、他の機関では支援が困難
果的な職業リハビリテーションサ けられるようにした上で、他の機 な障害者に対する職業リハビリテーショ
ービスを実施すること。 関では支援が困難な障害者に対す ンサービスを重点的に実施することとし、
各地域における就労支援機関の る職業リハビリテーションサービ ２５，０００人以上の障害者に対し、効

状況を踏まえ、どの地域において スを重点的に実施することとし、 果的な職業リハビリテーションサービス
も、適切な職業リハビリテーショ 第２期中期目標期間中に延べ１２ を実施する。
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ンを均等・公平に受けられるよう ５，０００人以上の障害者に対し、 なお、メンタルヘルス分野等における
にした上で、就職等の困難性の高 効果的な職業リハビリテーション 医療機関と積極的に連携し、精神障害者
い障害者（精神障害者、発達障害 サービスを実施する。なお、メン の復職支援（リワーク支援）・再就職支援
者、難病者等）に対する専門的支 タルヘルス分野等における医療機 を効果的に行うとともに、ニート等の自
援を重点的に実施すること。 関との連携による精神障害者に対 立支援機関や教育機関との連携を強化し、
なお、メンタルヘルス分野にお する復職（リワーク）・再就職支 発達障害を有するより多くの若者に対し

ける医療機関との連携による精神 援を行うとともに、ニート等の自 て、的確かつ幅広い職業リハビリテーシ
障害者に対するリワーク・再就職 立支援機関や教育機関との連携に ョンサービスを実施する。
支援を行うとともに、ニート等の よる、発達障害を有する若者に対
自立支援機関や教育機関との連携 する支援の充実を図る。
による、発達障害を有する若者に
対する支援の充実に努めること。

第２ 業務運営の効率化に関する事項 第１ 業務運営の効率化に関する目標
通則法第２９条第２項第２号の業 を達成するためとるべき措置

務運営の効率化に関する事項は、次
のとおりとする。

１ 機構の組織体制については、業務 １ 効果的・効率的な業務運営体制の
の効率的かつ効果的実施等の観点から 確立
以下のように見直すほか、適宜弾力的
に見直すこと。

③ せき髄損傷者職業センターについ ③ せき髄損傷者職業センターについ 福岡障害者職業センターにおいては、
ては、支援ニーズが大きく減少して ては廃止し、当該センターの業務は 平成２０年度末に廃止したせき髄損傷者
いることから廃止し、当該センター 福岡障害者職業センターが引き継ぐ。 職業センターから引き継いだ業務につい
の業務は福岡障害者職業センターが て、利用者一人一人の特性・ニーズ等に
引き継ぐこと。 対応した職業リハビリテーションを実施

するとともに、総合せき損センターから
の要請に応じて、訪問による職業評価及
び職業指導を行う。

・ 的確な職業評価とインフォーム ・ 効果的な職業リハビリテーションサー
ドコンセント（説明と同意）に基 ビスを実施するため、的確な職業評価と
づいて、個々の障害者の特性に応 インフォームドコンセント（説明と同意）
じた職業リハビリテーション計画 に基づいて、個々の障害者の特性に応じ
を策定することとし、第２期中期 た職業リハビリテーション計画を１７，
目標期間中に当該計画を延べ８ ０００件以上策定する。
５，０００件以上策定する。

・ 障害者の就労の可能性を高め ・ 個々の障害者の特性を踏まえ作 ・ 個々の障害者の特性を踏まえ作成した
るため、地域センターにおける職 成した指導カリキュラムに基づ 指導カリキュラムに基づき、基本的労働
業準備訓練、職業講習の実施によ き、職業準備訓練及び職業講習を 習慣の獲得、職業に関する知識の習得、
り、第２期中期目標期間中におい 的確かつ効果的に実施することに 社会生活技能の向上等を図る職業準備支
て７５％以上の対象者が就職等に より、障害者の就労の可能性を高 援(※)を的確かつ効果的に実施すること
向かう次の段階（職業紹介、ジョ め、第２期中期目標期間中に７５ により、障害者の就労の可能性を高め、
ブコーチ支援事業、職業訓練、職 ％以上の対象者が就職等に向かう ７５％以上の対象者が就職等に向かう次
場実習等）に移行できるようにす 次の段階（職業紹介、ジョブコー の段階（職業紹介、ジョブコーチ支援事
ること。 チ支援事業、職業訓練、職場実習 業、職業訓練、職場実習等）へ移行でき
また、経済・雇用失業情勢を踏 等）へ移行できるようにするとと るようにするとともに、職業紹介等の業

まえつつ、職業紹介等の業務を担 もに、職業紹介等の業務を担当す 務を担当する職業安定機関との緊密な連
当する職業安定機関との緊密な連 る職業安定機関との緊密な連携を 携を図り、その修了者の就職率が５０％
携を図り、第２期中期目標期間中 図り、その修了者の就職率が５０ 以上となることに資するため、その内容
においてその修了者の就職率が５ ％以上となることに資するため、 の充実を図る。
０％以上となることに資するた その内容の充実を図る。なお、Ｏ さらに、発達障害者に対しては、総合
め、その内容の充実を図ること。 Ａ講習は、地域センターの専門的 センター職業センターで開発された「ワ
なお、ＯＡ講習は、地域センタ 支援への重点化、民間機関におけ ークシステム・サポートプログラム」の

ーの専門的支援への重点化、民間 る訓練機会の拡大及び障害者委託 技法を活用し、東京など７か所の地域セ
機関における訓練機会の拡大及び 訓練の拡大状況も踏まえ、廃止す ンターにおいて実施している「発達障害
障害者委託訓練の拡大状況も踏ま る。 者に対する専門的支援」の試行実施を、
え、廃止すること。 宮城、岡山及び福岡に拡大して実施し、
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支援ノウハウのさらなる蓄積を図るとと
もに、実施方法等の効果の検証を行う。
また、当該専門的支援を実施する地域

センターのカウンセラー、総合センター
の研究員等による「発達障害者に対する
専門的支援プロジェクト委員会」を設け、
試行センターのバックアップを行うとと
もに、効果的な支援技法の検証を行う。

（※）「職業準備支援」は、職業準備訓練
若しくは職業講習又はこれらの組み合
わせにより行う、就職等に向かう次の
段階へ着実に移行させるための支援で
ある。具体的には、職業準備訓練又は
職業講習を組み合わせ、地域センター
内での作業支援、職業準備講習カリキ
ュラム又は精神障害者自立支援カリキ
ュラムの方式により、個々の対象者の
特性を踏まえて実施している。

・ ジョブコーチ支援事業について ・ 職場適応援助者（ジョブコーチ） ・ 職場適応援助者（ジョブコーチ）によ
は、社会福祉法人等に配置される による障害者、事業主等への支援 る障害者、事業主等への支援については、
ジョブコーチの活動領域の拡大を については、社会福祉法人等に配 社会福祉法人等に配置されるジョブコー
図ること等を踏まえ、第２期中期 置されるジョブコーチの活動領域 チの活動領域の拡大を図ること等を踏ま
目標期間中において１０，５００ の拡大を図ること等を踏まえ、第 え、他の機関では支援が困難な障害者に
人以上の障害者を対象に支援を実 ２期中期目標期間中に１０，５０ 対する支援を重点的に実施する。これに
施し、８０％以上の定着率を達成 ０人以上の障害者を対象に的確に より、２，１００人以上の障害者を対象
すること。 実施し、支援終了者の職場への定 に支援を的確に実施し、支援終了者の職

着率が８０％以上となるようにす 場への定着率が８０％以上となるように
る。 する。

また、ジョブコーチ支援事業推進協議
会の開催等により、地域センターのジョ
ブコーチ及び社会福祉法人等に配置され
るジョブコーチが、それぞれ又は協同し
て行う支援が効果的に実施されるよう、
当該支援事案についてのケーススタディ、
支援技法等に関する情報交換・提供、連
携方法の協議等を行う。

・ 精神障害者の新規雇入れ、復職 ・ 精神障害者の新規雇入れ、復職 ・ 精神障害者の新規雇入れ、復職及び雇
及び雇用継続を促進するため、地 及び雇用継続を促進するため、地 用継続を促進するため、精神障害者雇用
域における支援ネットワークを構 域における精神障害者雇用支援ネ 支援連絡協議会の効果的な運営等を通じ
築して、主治医等関係者との密接 ットワークを構築・整備しつつ、 地域における精神障害者雇用支援ネット
な連携を図り、障害者に対する職 主治医、事業主、家族等関係者と ワークを構築・整備しつつ、主治医、事
業指導及び作業支援、事業主に対 の緊密な連携を図り、障害者に対 業主、家族等関係者との緊密な連携を図
する雇用管理の助言・援助等を総 する職業指導及び作業支援、事業 り、障害者に対する職業指導及び作業支
合的に実施すること。 主に対する雇用管理の助言・援助 援、事業主に対する雇用管理の助言・援
また、最近におけるうつ病等の 等を総合的に行う精神障害者総合 助等を総合的に行う精神障害者総合雇用

精神障害による休職者の大幅な増 雇用支援を実施する。 支援を実施する。
加や休職と復職を繰り返す、休職 また、最近におけるうつ病等の また、最近におけるうつ病等の精神障
期間が長期化するといった復職支 精神障害による休職者の大幅な増 害による休職者の大幅な増加及び休職と
援の困難な事案の割合の高まりに 加や休職と復職を繰り返す、休職 復職を繰り返す、休職期間が長期化する
対応するため、総合センターが中 期間が長期化するといった復職支 といった復職支援の困難な事案の割合の
心となって開発した最新の支援技 援の困難な事案の割合の高まりに 高まりに対応するため、総合センターが
法を導入した個別実践型リワーク 対応するため、総合センターが中 中心となって開発した最新の支援技法を
プログラムにより、多様な精神障 心となって開発した最新の支援技 導入した個別実践型リワークプログラム
害者を対象に個別状況に応じたよ 法を導入した個別実践型リワーク により、多様な精神障害者を対象に復帰
り効果的な復職支援を行うこと。 プログラムにより、多様な精神障 後の環境への適応にも重点を置きつつ個
これらにより、第２期中期目標 害者を対象に復帰後の環境への適 別状況に応じたより効果的な復職支援を

期間中において、精神障害者９， 応にも重点を置きつつ個別状況に 実施する。支援に当たっては、事業主、
０００人以上を対象に専門的な支 応じたより効果的な復職支援を行 主治医等に対する積極的な周知活動を行
援を行い、復職支援及び雇用継続 う。 い、より多くの精神障害者が復職支援を
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支援終了者の７５％以上が復職又 これらにより、第２期中期目標 受けられるようにするとともに、個別の
は雇用継続できるようにするこ 期間中に精神障害者９，０００人 支援に際しては、これら関係者との十分
と。 以上を対象に積極的かつ効果的に な連携を行い、効果的な支援を実施する。

実施し、復職支援及び雇用継続支 これらにより、精神障害者１，９５０
援終了者の復職・雇用継続率が７ 人以上を対象に積極的かつ効果的に支援
５％以上となるようにする。 を実施する。

また、復職支援及び雇用継続支援終了
者について、復職・雇用継続率が７５％
以上となるようにする。

・ 地域センターからジョブコーチ ・ 地域センターからジョブコーチによる
による支援又は精神障害者総合雇 支援又は精神障害者総合雇用支援を受け
用支援を受けた障害者に対してア た障害者に対してアンケート調査を実施
ンケート調査を実施し、有効回答 し、有効回答のうち８０％以上の障害者
のうち８０％以上の障害者から効 から効果があった旨の評価が得られるよ
果があった旨の評価を得られるよ うにする。
うにする。

・ 広域センターについては、全国 ・ 広域障害者職業センター(以下 ・ 広域障害者職業センター（以下「広域
の広範な地域から職業的重度障害 「広域センター」という。)につ センター」という。）については、全国の
者を受け入れるという本来の役割 いては、全国の広範な地域から職 広範な地域から職業的重度障害者を受け
を十分に果たすよう、地域センタ 業的重度障害者を受け入れるとい 入れるという本来の役割を十分に果たす
ーと連携して対象者の把握・支援 う本来の役割を十分に果たすよ よう、職業安定機関、地域センター及び
を行う等運営の改善を図ること。 う、職業安定機関及び地域センタ その他関係機関との積極的な連携により

ーと連携して対象者の把握・支援 対象者の把握・支援等を行う。
等を行う。

イ 障害者の雇用管理に関する専門的 ② 障害者の雇用管理に関する専門的 ロ 障害者の雇用管理に関する専門的な支援
な支援の実施 な支援の実施 の実施
地域センターにおいて、職業リ 地域センターにおいて、障害者 地域センターにおいて、職業安定機関が

ハビリテーション専門機関の立場 の雇用管理に関する事項について、 実施する雇用率達成指導等と連携しつつ、
から、事業主に対する雇用管理に 職業リハビリテーション専門機関 障害者の雇用管理に関する事項について、
関する助言その他の援助を事業主 の立場から、事業主に対する的確 職業リハビリテーション専門機関の立場か
のニーズに応じて的確に実施し、 な支援を実施し、障害者の就職又 ら、事業主に対する的確な支援を実施し、
障害者の就職又は職場適応を促進 は職場適応を促進する。 障害者の就職又は職場適応を促進する。
すること。 また、採用、職場定着等の各段階での事

業主の障害者雇用の取組に応じた支援を推
進するため、共通の課題を有する事業主が、
グループワーク方式で事例発表、意見交換
等を行うことにより雇用管理上の課題や解
決の糸口をつかむ機会を設けるとともに、
課題解決のための助言・援助を行う事業主
支援ワークショップを実施し、自主的な取
組を促進する。

的確な支援を実施するため、事 的確な支援を実施するため、事業主のニ
業主のニーズに応じた事業主支援 ーズに応じた事業主支援計画に基づく支援
計画に基づく支援を積極的に実施 を積極的に実施することとし、当該計画を
することとし、第２期中期目標期 ５，５００件以上策定する。また、当該計
間中に事業主支援計画を延べ２７， 画に基づく支援を受けた事業主に対して追
５００件以上策定する。また、当 跡調査を実施し、有効回答のうち７０％以
該計画に基づく支援を受けた事業 上の事業主から具体的な課題改善効果が見
主に対して追跡調査を実施し、有 られた旨の評価が得られるようにする。
効回答のうち７０％以上の事業主
において具体的な課題改善効果が
見られるようにする。



- 24 -

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構

自己評価 評定

【評価項目８ 地域障害者職業センターにおける障害者及び 【評価項目７ 地域障害者職業センターにおける障害者及び事業主に
事業主に対する専門的支援】 対する専門的支援】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値に ［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値について、
ついて、年度計画において設定した目標値 年度計画において設定した目標値

・第２期中期目標期間中に延べ１２５，０００人以上の障害 ・第２期中期目標期間中に延べ１２５，０００人以上の障害者に対し、
者に対し、より就職・職場定着に結びつく効果的な職業リ より就職・職場定着に結びつく効果的な職業リハビリテーションサ
ハビリテーションサービスを実施すること。 ービスを実施すること。
２５，０００人以上の障害者に対し、効果的な職業リハビ ２５，０００人以上の障害者に対し、効果的な職業リハビリテー
リテーションサービスを実施すること。 ションサービスを実施すること。

平成21年度 28,428人
平成20年度 27,435人

・第２期中期目標期間中に職業リハビリテーション計画を延 ・第２期中期目標期間中に職業リハビリテーション計画を延べ８５，
べ８５，０００件以上策定すること。 ０００件以上策定すること。
個々の障害者の特性に応じた職業リハビリテーション計画 個々の障害者の特性に応じた職業リハビリテーション計画を１７，
を１７，０００件以上策定すること。 ０００件以上策定すること。

平成21年度 23,204件
平成20年度 19,823件

・第２期中期目標期間中に７５％以上の対象者が就職等に向 ・第２期中期目標期間中に７５％以上の対象者が就職等に向かう次の
かう次の段階（職業紹介、ジョブコーチ支援事業、職業訓 段階（職業紹介、ジョブコーチ支援事業、職業訓練、職場実習等）
練、職場実習等）へ移行できるようにすること。 へ移行できるようにすること。
７５％以上の対象者が就職等に向かう次の段階（職業紹介、 ７５％以上の対象者が就職等に向かう次の段階（職業紹介、ジョ
ジョブコーチ支援事業、職業訓練、職場実習等）へ移行で ブコーチ支援事業、職業訓練、職場実習等）へ移行できるように
きるようにすること。 すること。

平成21年度 83.6％
平成20年度 80.1％

・第２期中期目標期間中において職業準備訓練及び職業講習 ・第２期中期目標期間中において職業準備訓練及び職業講習の修了者
の修了者の就職率が５０％以上となることに資するため、 の就職率が５０％以上となることに資するため、その内容の充実を
その内容の充実を図ること。 図ること。

職業準備訓練及び職業講習の修了者の就職率が５０％以上 職業準備訓練及び職業講習の修了者の就職率が５０％以上となる
となることに資するため、その内容の充実を図ること。 ことに資するため、その内容の充実を図ること。

平成21年度 56.7％
平成20年度 52.2％
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・ジョブコーチ支援事業については、第２期中期目標期間中 ・ジョブコーチ支援事業については、第２期中期目標期間中において
において１０，５００人以上の障害者を対象に支援を実施し、 １０，５００人以上の障害者を対象に支援を実施し、８０％以上の定
８０％以上の定着率を達成すること。 着率を達成すること。
職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援については、 職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援については、２，１ ・平成２２年度計画に基づく変更。
２，３００人以上の障害者を対象に支援を的確に実施し、 ００人以上の障害者を対象に支援を的確に実施し、支援終了者の
支援終了者の職場への定着率が８０％以上となるようにす 職場への定着率が８０％以上となるようにすること。
ること。

【対象者数】 【定着率】

平成21年度 3,087人 平成21年度 84.8％
平成20年度 3,064人 平成20年度 84.5％

・第２期中期目標期間中において、精神障害者９，０００人 ・第２期中期目標期間中において、精神障害者９，０００人以上を対
以上を対象に専門的な支援を行い、復職支援及び雇用継続支 象に専門的な支援を行い、復職支援及び雇用継続支援終了者の７５％
援終了者の７５％以上が復職又は雇用継続できるようにす 以上が復職又は雇用継続できるようにすること。
ること。
精神障害者総合雇用支援を精神障害者１，８５０人以上を 精神障害者総合雇用支援を精神障害者１，９５０人以上を対象に ・平成２２年度計画に基づく変更。
対象に積極的かつ効果的に実施する。また、復職支援及び 積極的かつ効果的に実施する。 また、復職支援及び雇用継続支援
雇用継続支援終了者について、復職・雇用継続率が７５％ 終了者について、復職・雇用継続率が７５％以上となるようにす
以上となるようにすること。 ること。

【対象者数】 【復職・雇用継続率】

平成21年度 2,023人 平成21年度 80.8％
平成20年度 1,467人 平成20年度 80.2％

・地域センターからジョブコーチによる支援又は精神障害者 ・地域センターからジョブコーチによる支援又は精神障害者総合雇用
総合雇用支援を受けた障害者に対してアンケート調査を実 支援を受けた障害者に対してアンケート調査を実施し、有効回答の
施し、有効回答のうち８０％以上の障害者から効果があっ うち８０％以上の障害者から効果があった旨の評価が得られるよう
た旨の評価が得られるようにすること。 にすること。

【ジョブコーチ支援】 【精神障害者総合雇用支援】

平成21年度 91.4％ 平成21年度 96.7％
平成20年度 92.7％ 平成20年度 96.3％

・第２期中期目標期間中に事業主支援計画を延べ２７，５０ ・第２期中期目標期間中に事業主支援計画を延べ２７，５００件以上
０件以上策定すること。 策定すること。
事業主のニーズに応じた事業主支援計画を５，５００件 事業主のニーズに応じた事業主支援計画を５，５００件以上策定
以上策定すること。 すること。

平成21年度 9,831件
平成20年度 7,120件

・第２期中期目標期間中に事業主支援計画に基づく支援を受 ・第２期中期目標期間中に事業主支援計画に基づく支援を受けた事業
けた事業主に対して追跡調査を実施し、有効回答のうち７ 主に対して追跡調査を実施し、有効回答のうち７０％以上の事業主
０％以上の事業主において具体的な課題改善効果が見られ において具体的な課題改善効果が見られるようにする。
るようにする。
事業主支援計画に基づく支援を受けた事業主に対して追跡 事業主支援計画に基づく支援を受けた事業主に対して追跡調査を
調査を実施し、有効回答のうち７０％以上の事業主から具 実施し、有効回答のうち７０％以上の事業主から具体的な課題改
体的な課題改善効果が見られた旨の評価が得られるように 善効果が見られた旨の評価が得られるようにすること。
すること。
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平成21年度 91.5％
平成20年度 90.3％

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (1) ① イ 障害者の個々の特性に応じた専門的 第２ ３ (1) ① イ 障害者の個々の特性に応じた専門的支援の実

支援の実施 施

・第２期中期目標期間中に延べ１２５，０００人以上の障害 ・第２期中期目標期間中に延べ１２５，０００人以上の障害者に対し、
者に対し、効果的な職業リハビリテーションサービスを実 効果的な職業リハビリテーションサービスを実施するための取組を
施するための取組を進めているか。 進めているか。

・的確な職業評価とインフォームドコンセント（説明と同意） ・的確な職業評価とインフォームドコンセント（説明と同意）に基づ
に基づいて、第２期中期目標期間中に延べ８５，０００件 いて、第２期中期目標期間中に延べ８５，０００件以上の職業リハ
以上の職業リハビリテーション計画を策定するための取組 ビリテーション計画を策定するための取組を進めているか。
を進めているか。

・第２期中期目標期間中に７５％以上の対象者が就職等に向 ・第２期中期目標期間中に７５％以上の対象者が就職等に向かう次の
かう次の段階に移行できるための取組を進めているか。 段階に移行できるための取組を進めているか。

・第２期中期目標期間中において職業準備訓練、職業講習の ・第２期中期目標期間中において職業準備訓練、職業講習の修了者の
修了者の就職率が５０％以上となることに資するため、内 就職率が５０％以上となることに資するため、内容の充実を図って
容の充実を図っているか。 いるか。

・ＯＡ講習については、廃止するための取組を進めたか。 ・ＯＡ講習については、廃止するための取組を進めたか。

・第２期中期目標期間中にジョブコーチ支援対象者数１０， ・第２期中期目標期間中にジョブコーチ支援対象者数１０，５００人
５００人以上、定着率８０％以上となるための取組を進め 以上、定着率８０％以上となるための取組を進めているか。
ているか。

・第２期中期目標期間中に精神障害者９，０００人以上、復 ・第２期中期目標期間中に精神障害者９，０００人以上、復職支援及
職支援及び雇用継続支援終了者の復職・雇用継続率７５％ び雇用継続支援終了者の復職・雇用継続率７５％以上となるための
以上となるための取組を進めているか。 取組を進めているか。

・アンケート調査において回答者のうち８０％以上の障害者 ・アンケート調査において回答者のうち８０％以上の障害者から効果
から効果があった旨の評価が得られたか。 があった旨の評価が得られたか。

・広域障害者職業センターについて、全国の広範な地域から ・広域障害者職業センターについて、全国の広範な地域から職業的重
職業的重度障害者を受け入れることができるよう、職業安 度障害者を受け入れることができるよう、職業安定機関及び地域障
定機関及び地域障害者職業センターと連携して対象者の把 害者職業センターと連携して対象者の把握・支援等を行っているか。
握・支援等を行っているか。

第２ ３ (1) ① ロ 障害者の雇用管理に関する専門的な 第２ ３ (1) ① ロ 障害者の雇用管理に関する専門的な支援の実
支援の実施 施

・第２期中期目標期間中に事業主支援計画を延べ２７，５０ ・第２期中期目標期間中に事業主支援計画を延べ２７，５００件以上
０件以上策定するための取組を進めているか。 策定するための取組を進めているか。

・追跡調査の回答者のうち７０％以上から具体的な課題改善 ・追跡調査の回答者のうち７０％以上から具体的な課題改善効果が見
効果が見られた旨の評価が得られたか。 られた旨の評価が得られたか。
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 平成２２年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務の実施
の実施に関する事項 の実施に関する事項 に関する事項

② 職業リハビリテーションに係る調 イ 職業リハビリテーションに係る調 ② 職業リハビリテーションに係る調査・研
査・研究及び新たな技法の開発の実 査・研究及び新たな技法の開発の実 究及び新たな技法の開発の実施とその普及
施とその普及・活用の推進 施とその普及・活用の推進 ・活用の推進

総合センターにおいて、福祉から
雇用への流れを踏まえ、障害者雇用
対策の対象者の拡大を図る観点から、
新たな職業リハビリテーション技術
や支援ツールの開発を行い、その成
果の機構内外への普及を積極的に行
うとともに、成果の具体的な活用状
況を把握し、それを関係機関で共有
化し、さらなる活用を図ること。

ア 職業リハビリテーションに関する ① 職業リハビリテーションに関する イ 職業リハビリテーションに関する調査・
調査・研究の実施 調査・研究の実施 研究の実施
職業リハビリテーションの充実、 障害者の職業リハビリテーショ 障害者の職業リハビリテーションに関す

向上に資するため、職業リハビリ ンに関する施策の充実及び障害者 る施策の充実及び障害者職業センター等に
テーションに関する調査・研究を 職業センター等における関係業務 おける関係業務の推進に資するため、中期
実施すること。 の推進に資するため、次の事項に 計画に掲げる事項に重点を置いて調査・研
また、各研究テーマについて、 重点を置いて職業リハビリテーシ 究を実施する。平成２２年度に終了する下

研究の質を評価することが可能な ョンに関する調査・研究を実施す 記の（ｲ）のａからｇまでの７テーマにつ
指標を設定すること。 る。 いては、研究評価委員による評価を行い、

中期計画に掲げる評価結果が得られるよう
にする。

なお、通常の研究のほか、総合 なお、総合的な研究テーマである下記の
的な研究テーマについてプロジェ （ｲ）のｅ並びに（ﾛ）のｃ及びｄについて
クト方式による研究を実施する。 は、プロジェクト方式による研究を実施す

る。
・ 発達障害、精神障害、高次脳機
能障害及び難病者等の職業リハビ (ｲ) 継続テーマ
リテーションに関する先駆的な研 ａ 発達障害者の企業における就労・定
究 着支援の現状と課題に関する基礎的研

・ 職業リハビリテーション業務を 究
行う地域センター等の現場の課題 ｂ 失語症のある高次脳機能障害者に対
解決に資するための研究 する就労支援のあり方に関する基礎的

・ 地域の就労支援機関向けの有効 研究
な支援ツール等の開発のための研 ｃ 難病のある人の雇用管理の課題と雇
究 用支援のあり方に関する研究

・ 国の政策立案に資する研究 ｄ 農業分野の特性を活かした障害者の
職域拡大のための具体的方策に関する

第２期中期目標期間中に終了し 調査研究
た調査・研究について外部評価を ｅ 障害者の自立支援と就業支援の効果
行い、各調査・研究について、３ 的連携のための実証的研究
分の２以上の評価委員から、４段 ｆ 高次脳機能障害・発達障害のある者

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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階中上から２段階以上の評価が得 の職業生活における支援の必要性に応
られるようにする。 じた障害認定のあり方に関する基礎的

研究
ｇ 雇用関係における障害者の均等待遇

を実現するための諸方策に関する研究

(ﾛ) 新規テーマ
ａ 精神障害者の常用雇用への移行のた

めの支援に関する研究
ｂ 若年性認知症者の就労継続に関する

研究－事業所における対応の現状と支
援のあり方の検討－

ｃ 中小企業における障害者雇用促進の
方策に関する研究

ｄ 障害の多様化に応じたキャリア形成
支援のあり方に関する研究

ｅ 欧米の障害者雇用法制及び施策に関
する調査研究

ｆ 障害のある労働者の職業サイクルに
関する調査研究（第２期）

イ 職業リハビリテーションに係る技 ② 職業リハビリテーションに係る技 ロ 職業リハビリテーションに係る技法の開
法の開発 法の開発 発
福祉から雇用への流れを踏まえ、 福祉から雇用への流れを踏まえ、 福祉から雇用への流れを踏まえ、障害者

障害者雇用対策の対象者の拡大に 障害者雇用対策の対象者の拡大に 雇用対策の対象者の拡大に資するため、発
資するため、先駆的な職業リハビ 資するため、発達障害者や精神障 達障害者や精神障害者等これまでの支援技
リテーション技法の開発を行い、 害者等これまでの支援技法では効 法では効果の現れにくい障害者に対して、
これまで開発した支援技法のニー 果の現れにくい障害者に対して、 イで行う調査研究とあいまって、以下の３
ズに応じた改良を行うこと。 ①で行う調査・研究とあいまって、 テーマについて障害特性及び事業主ニーズ

障害特性及び事業主のニーズに応 に応じた先駆的な職業リハビリテーション
じた先駆的な職業リハビリテーシ 技法の開発を行い、実践報告書、研究発表
ョン技法を開発する。 等を通じて、その普及に努める。また、職
新たに開発した技法を活用した 業センターにおいて新たに開発した技法を

職業準備訓練等を実施するなどに 活用したプログラムを実施するなどによ
より、多様な障害者に対し効果的 り、多様な障害者に対し効果的な職業リハ
な職業リハビリテーションを実施 ビリテーションサービスを提供するととも
するとともに、必要に応じ開発し に、開発した技法に改良を加える。
た技法に改良を加える。

(ｲ) 発達障害者の就労支援に関し、個々人
の多様な職業的課題に対応したアセスメ
ント技法や事業主支援技法の開発

(ﾛ) 在職精神障害者の職場復帰に関し、障
害特性に対応した効果的な支援技法の開
発

(ﾊ) 高次脳機能障害者の就労支援に関し、
地域の実情に即した少人数グループでの
受講に使用可能な支援技法の開発

ウ 研究・開発成果の積極的な普及・ ③ 研究・開発成果の積極的な普及・ ハ 研究・開発成果の積極的な普及・活用
活用 活用
事業主や関係機関に対して、研 研究・開発成果の普及・活用を (ｲ) 職業リハビリテーション研究発表会の

究・開発の成果の普及を図るため 図るため、研究発表会の開催、学 開催
の場を設けるとともに、職業リハ 会等での発表、各種研修での講義、 職業リハビリテーションに関する調査
ビリテーションに関して職業リハ インターネット等を活用した情報 ・研究、実践活動の成果を発表し、成果
ビリテーションの関係者や事業主 提供等を行うとともに、職業リハ の普及を図り、我が国における職業リハ
にとって利用しやすいマニュアル ビリテーションの関係者や事業主 ビリテーションの質的向上に資するため、
や教材等を作成・公開すること。 にとって利用しやすいマニュアル、 職業リハビリテーションの研究及び実践
また、成果を関係機関で共有化す 教材、ツール等を第２期中期目標 に携わる関係者の参加を得て職業リハビ
るため、具体的な活用状況を把握 期間中に２０件以上作成する。 リテーション研究発表会を障害者職業総

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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し、さらなる活用を図ること。 合センター及び地方会場（２か所以上）
において開催する。

(ﾛ) 学会等での発表、各種研修での講義
研究成果について、関係学会等で２０

件以上発表するとともに、各種研修、講
演会等において講義等を行う。

(ﾊ) インターネット等による研究成果の情
報発信
職業リハビリテーションに関する調査

・研究及び支援技法の開発の成果を研究
部門ホームページにおいて公開する。

(ﾆ) マニュアル、教材、ツール等の作成
職業リハビリテーションの関係者や事

業主にとって利用しやすいマニュアル、
教材、ツール等を４件以上作成する。

研究・開発成果を関係機関で共 (ﾎ) 研究・開発成果の共有化
有化するため、広域センター、地 広域センター、地域センター、障害者
域センター及び障害者就業・生活 就業・生活支援センター及び障害者雇用
支援センター等における研究・開 支援センターを対象に、アンケート調査
発成果の活用状況を把握し、研究 により研究・開発成果の活用状況を把握
・開発成果の更なる普及・活用を し、十分に活用していない旨の回答に対
図る。 しては、自由回答欄の記載を分析し、そ

の原因等を把握する等により、一層利用
しやすいマニュアル、教材、ツール等と
なるよう見直しを行い、研究・開発成果
の更なる普及・活用を図る。

自己評価 評定

【評価項目１０ 職業リハビリテーションに係る調査・研究】 【評価項目９ 職業リハビリテーションに係る調査・研究】 。

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値に ［数値目標］ ※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値について、
ついて、年度計画において設定した目標値 年度計画において設定した目標値

・第２期中期目標期間中に終了した調査・研究について外部 ・第２期中期目標期間中に終了した調査・研究について外部評価を行
評価を行い、各調査・研究について、３分の２以上の評価 い、各調査・研究について、３分の２以上の評価委員から、４段階
委員から、４段階中上から２段階以上の評価が得られるよ 中上から２段階以上の評価が得られるようにすること。
うにすること。
平成２１年度に終了する６テーマについて、研究評価委員 平成２２年度に終了する７テーマについて、研究評価委員によ ・平成２２年度計画に基づく変更。
による評価を行い、中期計画に掲げる評価結果が得られる る評価を行い、中期計画に掲げる評価結果が得られるようにす
ようにすること。 ること。

平成21年度終了した６テーマについて３分の２以上の評価委員か
ら、４段階中上から２段階以上の評価を得た。
・精神障害者の雇用促進のための就業状況等に関する調査研究
・企業経営に与える障害者雇用の効果等に関する研究 他４テーマ

・障害特性及び事業主ニーズに応じた先駆的な職業リハビリ ・障害特性及び事業主ニーズに応じた先駆的な職業リハビリテーショ
テーション技法の開発を３テーマ実施すること。 ン技法の開発を３テーマ実施すること。
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平成21年度 ３テーマ
平成20年度 ３テーマ

・職業リハビリテーション研究発表会を障害者職業総合セン ・職業リハビリテーション研究発表会を障害者職業総合センター及び
ター及び地方会場２か所以上で開催すること。 地方会場２か所以上で開催すること。

平成21年度 障害者職業総合センター
及び地方会場３か所（宮城、香川、鹿児島）

平成20年度 障害者職業総合センター
及び地方会場３か所（北海道、愛知、宮崎）

・研究成果について関係学会等で２０件以上発表すること。 ・研究成果について関係学会等で２０件以上発表すること。

平成21年度 28件
平成20年度 21件

・職業リハビリテーション関係者や事業主にとって利用しや ・職業リハビリテーション関係者や事業主にとって利用しやすいマニ
すいマニュアル、教材、ツール等を第２期中期目標期間中 ュアル、教材、ツール等を第２期中期目標期間中に２０件以上作成
に２０件以上作成すること。 すること。

職業リハビリテーションの関係者や事業主にとって利用し 職業リハビリテーションの関係者や事業主にとって利用しやすい
やすいマニュアル、教材、ツール等を４件以上作成するこ マニュアル、教材、ツール等を４件以上作成すること。
と。

平成21年度 ５件
平成20年度 ７件

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (1) ② イ 職業リハビリテーションに関する調 第２ ３ (1) ② イ 職業リハビリテーションに関する調査・研究

査・研究の実施 の実施

・発達障害等の職業リハビリテーションに関する先駆的な研 ・発達障害等の職業リハビリテーションに関する先駆的な研究、職業
究、職業リハビリテーション業務を行う現場の課題解決に リハビリテーション業務を行う現場の課題解決に資するための研究
資するための研究等に重点をおいて職業リハビリテーショ 等に重点をおいて職業リハビリテーションに関する調査・研究を実
ンに関する調査・研究を実施しているか。 施しているか。

・各調査・研究について、外部評価を行い、それぞれ３分の ・各調査・研究について、外部評価を行い、それぞれ３分の２以上の
２以上の評価委員から、４段階中上から２段階以上の評価 評価委員から、４段階中上から２段階以上の評価が得られたか。
が得られたか。

第２ ３ (1) ② ロ 職業リハビリテーションに係る技法 第２ ３ (1) ② ロ 職業リハビリテーションに係る技法の開発
の開発

・福祉から雇用への流れを踏まえ、障害者雇用対策の対象者 ・福祉から雇用への流れを踏まえ、障害者雇用対策の対象者の拡大に
の拡大に資するため、先駆的な職業リハビリテーション技 資するため、先駆的な職業リハビリテーション技法の開発や開発し
法の開発や開発した技法の改良を行っているか。 た技法の改良を行っているか。

第２ ３ (1) ② ハ 研究・開発成果の積極的な普及・活 第２ ３ (1) ② ハ 研究・開発成果の積極的な普及・活用
用

・研究発表会の開催、学会等での発表、各種研修での講義、 ・研究発表会の開催、学会等での発表、各種研修での講義、インター
インターネット等を活用した情報提供等を行っているか。 ネット等を活用した情報提供等を行っているか。
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・職業リハビリテーションの関係者や事業主にとって利用し ・職業リハビリテーションの関係者や事業主にとって利用しやすいマ
やすいマニュアル、教材、ツール等を第２期中期目標期間 ニュアル、教材、ツール等を第２期中期目標期間中に２０件以上作
中に２０件以上作成するための取組を進めているか。 成するための取組を進めているか。

・広域障害者職業センター、地域障害者職業センター及び障 ・広域障害者職業センター、地域障害者職業センター及び障害者就業
害者就業・生活支援センター等における研究・開発成果の ・生活支援センター等における研究・開発成果の活用状況を把握し、
活用状況を把握し、研究・開発成果の更なる普及・活用を 研究・開発成果の更なる普及・活用を図っているか。
図っているか。
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 平成２２年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(2)障害者職業能力開発校の運営業務の (2)障害者職業能力開発校の運営業務の (2)障害者職業能力開発校の運営業務の実施に
実施に関する事項 実施に関する事項 関する事項
機構が運営業務を行う障害者職業能 機構が運営業務を行う障害者職業能 機構が運営業務を行う障害者職業能力開

力開発校に関しては、職業的重度障害 力開発校に関しては、広域センターと 発校に関しては、広域センターとの密接な
者に対して、個々の訓練生の障害の程 の密接な連携の下、職業的重度障害者 連携の下、職業的重度障害者に対して、個
度、態様等を十分考慮し、弾力的な運 に対して、個々の訓練生の障害の程度、 々の訓練生の障害の程度、態様等を十分考
営を図るほか、個々の訓練生に適した 態様等を十分考慮し、弾力的な運営を 慮し、弾力的な運営を図るほか、個々の訓
訓練内容を定めるなど、障害者の障害 図るほか、個々の訓練生に適した訓練 練生に適した訓練内容を定めるなど、障害
の特性に応じたよりきめ細かな配慮を 内容を定めるなど、障害者の障害の特 者の障害の特性に応じたよりきめ細かな配
加えた先導的な職業訓練を実施するこ 性に応じたよりきめ細かな配慮を加 慮を加え、他の障害者職業能力開発校等に
と。 え、他の障害者職業能力開発校等に成 成果を提供できるような先導的な職業訓練

果を提供できるような先導的な職業訓 を実施する。
練を実施する。

① 職業訓練上特別な支援を要する障 ア 職業訓練上特別な支援を要する障 ① 職業訓練上特別な支援を要する障害者に
害者に対する職業訓練の充実 害者に対する職業訓練の充実 対する職業訓練の充実
福祉から雇用への流れを踏まえ、 福祉から雇用への流れを踏まえ、 福祉から雇用への流れを踏まえ、受講者

受講者の拡大を図る観点から、関係 受講者の拡大を図る観点から、関係 の拡大を図る観点から、職業安定機関、地
機関との一層緊密な連携を図り、職 機関との一層緊密な連携を図り、職 域センター及びその他関係機関との一層緊
業的重度障害者、とりわけ精神障害 業的重度障害者、とりわけ精神障害 密な連携を図り、職業的重度障害者、とり
者や発達障害者を含む職業訓練上特 者や発達障害者を含む職業訓練上特 わけ精神障害者、発達障害者を含む職業訓
別な支援を要する障害者を重点的に 別な支援を要する障害者を積極的に 練上特別な支援を要する障害者を積極的に
受け入れること。 受け入れ、定員充足率が毎年度９５ 受け入れ、その受講者に占める割合が平成

％以上となるようにする。 ２１年度を上回るようにするとともに、定
員充足率が９５％以上となるようにする。
特に、精神障害者及び発達障害者に対す

る職業訓練を積極的に実施する。
また、企業ニーズに的確に対応す 企業ニーズに的確に対応するとと 障害者雇用アドバイザーが事業主等に対

るとともに、障害者の職域拡大を念 もに、障害者の職域拡大を念頭にお して行う相談・援助を通じて、あるいは、
頭において、より就職に結びつく職 いて、より就職に結びつく職業訓練 企業を対象として行う訓練見学会や受入講
業訓練の実施に努めること。このた の実施に努める。このため、企業に 座の機会等を活用して、企業の訓練ニーズ
め、企業による採用や職場適応につ よる採用や職場適応についてのノウ の広範な把握をし、企業ニーズに的確に対
いてのノウハウが確立されていない ハウが確立されていない職業訓練上 応するとともに、障害者の職域拡大を念頭
職業訓練上特別な支援を要する障害 特別な支援を要する障害者について、 において、個別カリキュラムによる個別訓
者について、雇入れ可能性のある企 雇入れ可能性のある企業の協力・連 練など、より就職に結びつく職業訓練の実
業の協力・連携の下に、特注型の訓 携の下に、特注型の訓練メニューに 施に努める。このため、企業による採用や
練メニューに基づく企業内訓練と就 基づく企業内訓練と就業継続のため 職場適応についてのノウハウが確立されて
業継続のための技術的支援の一体的 の技術的支援の一体的実施による先 いない職業訓練上特別な支援を要する障害
実施による先導的職業訓練に取り組 導的職業訓練に取り組む。 者について、雇入れ可能性のある企業の協
むこと。 力・連携の下に、特注型の訓練メニューに

基づく企業内訓練と就業継続のための技術
的支援の一体的実施による先導的職業訓練
に取り組む。

また、経済・雇用失業情勢を踏ま また、経済・雇用失業情勢を踏ま また、引き続き厳しい経済・雇用失業情
えつつ、職業紹介等の業務を担当す えつつ、職業紹介等の業務を担当す 勢に対応して、訓練受講者に対するより早
る職業安定機関との緊密な連携を図 る職業安定機関との緊密な連携を図 期からの就職支援及び事業主に対する訓練
り、第２期中期目標期間中において り、訓練修了者等の就職率が８０％ 受講者の職業能力の情報提供等を実施する
修了者等の就職率が８０％以上とな 以上となることに資するため、指導 とともに、職業紹介等の業務を担当する職

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構



- 33 -

ることに資するため、カリキュラム 技法の開発、訓練カリキュラムの見 業安定機関との緊密な連携を図り訓練修了
の見直し等による訓練内容の充実を 直し等によりその内容の充実を図る。 者等の就職率が８０％以上となることに資
図ること。 するため、指導技法の開発、訓練カリキュ

ラムの見直し等によりその内容の充実を図
る。

(1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務の実施
の実施に関する事項 の実施に関する事項 に関する事項
① 職業リハビリテーションの総合的 ア 職業リハビリテーションの総合的 ①職業リハビリテーションの総合的・効果的
・効果的な実施 ・効果的な実施 な実施
ア 障害者の個々の特性に応じた専門 ① 障害者の個々の特性に応じた専門 イ 障害者の個々の特性に応じた専門的支援
的支援の実施 的支援の実施 の実施
・ 広域センターについては、全国 ・ 広域障害者職業センター(以下 ・ 広域障害者職業センター（以下「広域
の広範な地域から職業的重度障害 「広域センター」という。)につ センター」という。）については、全国の
者を受け入れるという本来の役割 いては、全国の広範な地域から職 広範な地域から職業的重度障害者を受け
を十分に果たすよう、地域センタ 業的重度障害者を受け入れるとい 入れるという本来の役割を十分に果たす
ーと連携して対象者の把握・支援 う本来の役割を十分に果たすよ よう、職業安定機関、地域センター及び
を行う等運営の改善を図ること。 う、職業安定機関及び地域センタ その他関係機関との積極的な連携により

ーと連携して対象者の把握・支援 対象者の把握・支援等を行う。
等を行う。

② 障害者に対する訓練技法等の開発 イ 障害者に対する指導技法等の開発 ② 障害者に対する指導技法等の開発・普及
・普及 ・普及
先導的な職業訓練実施の成果をも 先導的な職業訓練実施の成果を基 先導的な職業訓練実施の成果をもとに、

とに、精神障害者や発達障害者を含 に、職業訓練上特別な支援を要する 職業訓練上特別な支援を要する障害者に対
む職業訓練上特別な支援を要する障 障害者に対する職業訓練内容、指導 する職業訓練内容、指導技法等をマニュア
害者に対する職業訓練内容、指導技 技法等をマニュアル等にとりまとめ、 ル等にとりまとめる。
法等をマニュアル等にとりまとめ、 他の障害者職業能力開発校等への提 平成２２年度は、職業訓練上特別な支援
他の障害者職業能力開発校に提供す 供、その訓練指導員に対する研修の を要する障害者である発達障害者及び重度
ること等により、障害者職業訓練全 実施等により、障害者職業訓練全体 視覚障害者について、近年の職業訓練実施
体のレベルアップに貢献すること。 のレベルアップに貢献する。指導技 の成果をもとに、マニュアル等の取りまと

法等の開発成果については、障害者 めを行う。
職業能力開発校等へのアンケート調 また、発達障害者及び重度視覚障害者に
査を実施し、開発した指導技法等に ついてのものを含め開発した指導技法等を
係る職業訓練を実施又は実施を検討 取りまとめたマニュアル等を、他の障害者
している障害者職業能力開発校等の 職業能力開発校等へ提供するとともに、そ
有効回答のうち８０％以上のものか の障害者職業能力開発校等の職業訓練指導
ら有用であった旨の評価が得られる 員等に対する研修の実施、障害者に対する
ようにする。 職業訓練の指導技法等を普及する障害者能

力開発指導者交流集会の開催等により障害
者職業訓練全体のレベルアップに貢献す
る。
指導技法等の開発成果については、障害

者職業能力開発校等へのアンケート調査を
実施し、開発した指導技法等に係る職業訓
練を実施もしくは実施を検討している障害
者職業能力開発校等の有効回答のうち８０
％以上のものから有用であった旨の評価が
得られるようにする。

自己評価 評定

【評価項目１１ 障害者職業能力開発校の運営】 【評価項目１０ 障害者職業能力開発校の運営】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値に ［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値について、
ついて、年度計画において設定した目標値 年度計画において設定した目標値
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・職業訓練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入れ、・職業訓練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入れ、その受 ・平成２２年度計画に基づく変更。
その受講者に占める割合が平成２０年度を上回るようにす 講者に占める割合が平成２１年度を上回るようにすること。
ること。

平成21年度 47.2％（134名）
平成20年度 41.0％（112名）

・職業訓練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入れ、・職業訓練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入れ、定員充
定員充足率が毎年度９５％以上となるようにすること。 足率が毎年度９５％以上となるようにすること。
※定員 280名 ※定員 280名

平成21年度 101.4％（284名）
平成20年度 97.5％（273名）

・第２期中期目標期間中において修了者等の就職率が８０％ ・第２期中期目標期間中において修了者等の就職率が８０％以上とな
以上となることに資するため、カリキュラムの見直し等に ることに資するため、カリキュラムの見直し等による訓練内容の充
よる訓練内容の充実を図ること。 実を図ること。
訓練修了者等の就職率が８０％以上となることに資するた 訓練修了者等の就職率が８０％以上となることに資するため、
め、指導技法の開発、訓練カリキュラムの見直し等により 指導技法の開発、訓練カリキュラムの見直し等によりその内容
その内容の充実を図ること。 の充実を図ること。

平成21年度 86.2％
平成20年度 89.4％

・指導技法等の開発成果については、障害者職業能力開発校 ・指導技法等の開発成果については、障害者職業能力開発校等へのア
等へのアンケート調査を実施し、開発した指導技法等に係 ンケート調査を実施し、開発した指導技法等に係る職業訓練を実施
る職業訓練を実施又は実施を検討している障害者職業能力 又は実施を検討している障害者職業能力開発校等の有効回答のうち
開発校等の有効回答のうち８０％以上のものから有用であ ８０％以上のものから有用であった旨の評価が得られるようにする
った旨の評価が得られるようにすること。 こと。

平成20年度の開発成果 91.4％

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (2) ① 職業訓練上特別な支援を要する障害者に 第２ ３ (2) ① 職業訓練上特別な支援を要する障害者に対する職

対する職業訓練の充実 業訓練の充実

・職業的重度障害者、とりわけ精神障害者や発達障害者を含 ・職業的重度障害者、とりわけ精神障害者や発達障害者を含む職業訓
む職業訓練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入 練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入れ、定員充足率が
れ、定員充足率が毎年度９５％以上になるように取組を行 毎年度９５％以上になるように取組を行っているか。
っているか。

・企業による採用や職場適応についてのノウハウが確立され ・企業による採用や職場適応についてのノウハウが確立されていない
ていない職業訓練上特別な支援を要する障害者について、 職業訓練上特別な支援を要する障害者について、特注型の訓練メニ
特注型の訓練メニューに基づく企業内訓練と就業継続のた ューに基づく企業内訓練と就業継続のための技術的支援の一体的実
めの技術的支援の一体的実施による先導的職業訓練に取り 施による先導的職業訓練に取り組んでいるか。
組んでいるか。

・訓練修了者等の就職率が８０％以上となることに資するた ・訓練修了者等の就職率が８０％以上となることに資するため、指導
め、指導技法の開発、訓練カリキュラムの見直し等により 技法の開発、訓練カリキュラムの見直し等によりその内容の充実を
その内容の充実を図っているか。 図っているか。

第２ ３ (2) ② 障害者に対する指導技法等の開発・普及 第２ ３ (2) ② 障害者に対する指導技法等の開発・普及
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・職業訓練上特別な支援を要する障害者に対する職業訓練内 ・職業訓練上特別な支援を要する障害者に対する職業訓練内容、指導
容、指導技法等をマニュアル等にとりまとめ、他の障害者 技法等をマニュアル等にとりまとめ、他の障害者職業能力開発校等
職業能力開発校等への提供、その訓練指導員に対する研修 への提供、その訓練指導員に対する研修の実施等を行っているか。
の実施等を行っているか。

・アンケート調査の回答者のうち８０％以上の障害者職業能 ・アンケート調査の回答者のうち８０％以上の障害者職業能力開発校
力開発校等から有用であった旨の評価が得られたか。 等から有用であった旨の評価が得られたか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１１） （注：中期計画三年度目）

中期目標 中期計画 平成２２年度計画 平成２２年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事項
項 項
障害者の雇用に関する事業主の社会 厳しい雇用失業情勢に対応した障害者雇用

連帯責任の円滑な実現を図る観点か の促進については、厚生労働省の「障害者雇
ら、障害者の雇用に伴う事業主の経済 用維持・拡大プラン」（平成２１年２月６日
的負担を調整するとともに、障害者の 付け厚生労働省職業安定局長通達）及び「現
雇用の促進等を図るため設けられた 下の雇用失業情勢を踏まえた取組みについて」
「障害者雇用納付金制度」に基づく、 （平成２１年８月３１日付け厚生労働省職業
障害者雇用納付金の徴収並びに障害者 安定局長通達）を踏まえ、職業安定機関の取
雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者 組と連携し、障害者雇用アドバイザーによる
特例調整金、在宅就業障害者特例報奨 相談・援助の効果的実施、中小企業に対する
金及び各種助成金の支給等の機構が実 改正雇用納付金制度の周知活動の戦略的展開
施する納付金関係業務については、障 に積極的に取り組む。
害者の雇用の促進に寄与するために、
法律の目的にのっとり、適正かつ効率
的な運営を図ること。
また、障害者の雇用に関する実践的

手法の開発、講習の事業、啓発の事業
を効果的に実施することにより、事業
主の障害者雇用の取組を支援し、障害
者の雇用促進を図ること。
なお、障害者雇用納付金申告対象事

業主等に対する調査や就労支援機器の
貸出しなど、駐在事務所の廃止に伴い
本部組織に一元化される業務について
は、サービスの質の維持や不正受給の
防止に支障が生じないよう留意すると
ともに、集約化による専門性の向上等
業務の効率的かつ効果的な実施に努め
ること。

① 障害者雇用納付金の徴収並びに障 ア 障害者雇用納付金の徴収及び障害 ① 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用
害者雇用調整金、報奨金、在宅就業 者雇用調整金、報奨金等の支給 調整金、報奨金等の支給
障害者特例調整金及び在宅就業障害
者特例報奨金の支給に関する業務の
適切な実施

ア 障害者雇用納付金の徴収並びに障 障害者雇用納付金制度について適 イ 障害者雇用納付金制度について適切な周
害者雇用調整金、報奨金、在宅就 切な周知、理解の促進を図るため、 知、理解の促進
業障害者特例調整金及び在宅就業 関係機関との連携を図りつつ、事業 障害者雇用納付金制度については、事業
障害者特例報奨金の支給について 主説明会を第２期中期目標期間中、 主から的確な申告、支給申請がなされるよ
は、適正かつ効率的に行うことは 毎年度平均で２５０回以上開催する う、以下の各事業を実施する。
もとより、障害者雇用納付金制度 ほか、パンフレット、記入説明書等
の周知、理解の促進を図るため、 の配布を行う。 (ｲ)事業主説明会の開催
関係機関との連携を図りつつ、事 事業主説明会については、関係機関と
業主説明会を幅広く実施すること。 の連携を図りつつ、事業主から申告、支

給申請が的確になされるよう２５０回以
上開催する。平成２２年度においては、
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７月から常用雇用労働者数２０１人以上
の中小企業事業主が障害者雇用納付金制
度の適用対象となることから、申告、支
給申請手続の基本的事項から具体的な記
入方法まで十分な理解が得られるよう、
新たに、当該中小企業事業主を対象とす
る事業主説明会を１３０回以上開催する。
このほか、今後の事業主説明会の説明内
容及び制度、事務手続についての周知、
理解の促進を図るために作成するパンフ
レット、記入説明書等の充実に資するた
め、引き続き、事業主説明会において参
加者アンケートを実施する。

(ﾛ)パンフレット、申告書の記入説明書等
の作成、配付
制度及び事務手続について適切な周知、

理解の促進を図るため、制度について分
かりやすく記載したパンフレット、様々
な記入例を交えた申告書の記入説明書等
を作成、配布する。また、その内容は、（ｲ）
の参加者アンケート結果等の事業主から
の意見を十分踏まえたものとする。
また、パンフレット等の内容をホーム

ページに掲載することにより、事業主の
制度、手続に対する理解を深めるととも
に円滑かつ的確な申告・申請に資するも
のとする。

(ﾊ)職業安定機関との連携及び受託法人と
の連絡会議の開催
障害者雇用率達成指導業務を実施する

職業安定機関と緊密な連携を図り、必要
な情報交換を行うとともに、１月に受託
法人の業務担当者を対象に「納付金関係
業務担当者全国会議」を開催し、制度及
びその運営についての共通の理解と認識
を深める。

ロ 障害者雇用納付金制度の改正に係る周知
・広報
改正障害者雇用促進法により平成２２年

７月から障害者雇用納付金制度の適用対象
となる中小企業事業主等に対し、対象事業
主の拡大のほか、短時間労働者の労働者数
等への算入及び除外率の引下げを内容とす
る障害者雇用納付金制度改正後初めてとな
る平成２３年４月からの申告・申請に向け
て、適正な申告・申請が確実に行われるよ
う、制度及び事務手続について正確な理解
の促進を図っていくことが重要であること
から、平成２２年度においては、これまで
の周知等で事業主から質問が多かった事項
の説明や、申告・申請の準備を進めるに当
たって各事業主が必要とする情報の提供に
重点を置きつつ、事務手続など事業主が行
うべき具体的な事項について次の周知・広
報を効果的、積極的に実施する。併せて、
当該周知等の際に事業主から障害者の雇入
れ等について相談があった場合は、関係機
関等と連携を図りつつ、障害者求職情報や

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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雇用管理に係る技術的事項に関する情報の
提供等により障害者雇用に係る事業主支援
・援助を適切に実施する。
・ リーフレットの作成・配布及び新聞広

告、広報誌、ホームページ、事業主説
明会その他各種会議等を活用した、改
正内容及び具体的な申告・申請手続の
広範な周知
特に、中小企業に対しては、申告・申

請書の記載方法等についてわかりやす
いパンフレットを作成し活用するとと
もに、中小企業向けの事業主説明会を
開催する。

・ 新たに納付金制度の適用が見込まれる
中小企業事業主に対する計画的な個別
訪問による申告・申請手続等に係るき
め細かな周知・説明及び申告・申請の
準備や障害者の雇入れに係る取組を進
めるに当たって事業主が必要とする情
報の提供

・ 地域の経済団体、業界団体等に対する
協力要請による確実な申告・申請を促
進するための傘下事業主等への周知・
広報

・ 確実な申告について重ねて個別訪問を
実施する等により働きかける必要があ
る事業主に重点を置いた職業安定機関
との連携による、障害者雇用率達成指
導と併せた周知・説明

・ 受託法人の働きかけのみでは確実な申
告について理解を得ることが困難と機
構本部が判断した中小企業事業主に対
する個別訪問の実施など機構本部によ
る直接の周知・説明

イ 障害者雇用納付金については、厳 障害者の雇用の促進等に関する法 ハ 障害者雇用納付金の的確な徴収並びに障
正な審査、調査の実施により、９ 律（昭和３５年法律第１２３号）に 害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者
９％以上の収納率を維持すること。 基づき、障害者雇用納付金の的確な 特例調整金及び在宅就業障害者特例報奨金

徴収並びに障害者雇用調整金、報奨 の適正な支給
金、在宅就業障害者特例調整金及び 障害者雇用納付金については、厳正な審
在宅就業障害者特例報奨金の適正な 査を実施するほか、正確な申告及び納付期
支給を行うため、厳正な審査を実施 限の遵守についての指導・督励を行うとと
するほか、障害者雇用納付金申告対 もに、機構本部及び受託法人において、電
象事業主等に対して調査を的確に実 話、文書等により積極的に納付督励・督促
施することにより、障害者雇用納付 を実施する。
金については９９％以上の収納率を 特に、引き続き多くの企業が厳しい経営
維持する。また、障害者雇用率達成 環境にあることに対応し、納付金の滞納や
指導業務を実施する職業安定機関と 倒産等による収納不能の事案の増加を抑制
緊密な連携を図り、必要な情報交換 するため、事業主に対する未納付理由の把
を行う。 握及び納付督励をより早期に実施するとと

もに、倒産企業の早期把握と迅速な対応に
取り組むこととし、実施に当たっては機構
本部及び受託法人の密接な連携のもと、個
々の事案の実情に応じた的確な対応を図
る。
さらに、機構本部において、障害者雇用

納付金申告対象事業主等に対する調査を的
確に実施する。これらのことにより、９９
％以上の収納率を維持する。
また、障害者雇用率達成指導業務を実施

する職業安定機関と緊密な連携を図り、必
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要な情報交換を行う。
当該年度内に収納に至らなかった なお、当該年度内に収納に至らなかった

未収納付金等については、納付督励 未収納付金等についても、機構本部及び受
・督促を継続的に実施する等により、 託法人において、未納付事業主の状況につ
確実な徴収を図る。 いて情報を収集・把握し、その状況に応じ

た電話、文書等による納付督励・督促の継
続的な実施とともに、未納付事業主を訪問
しての納付金の確約書面の取り付け等によ
り確実な徴収を図る。
また、障害者雇用調整金、報奨金、在宅

就業障害者特例調整金及び在宅就業障害者
特例報奨金の支給に関しても、厳正な審査
を実施し、適正な支給を行う。

障害者雇用納付金申告対象事業主、 ニ 障害者雇用納付金申告対象事業主、調整
調整金支給対象事業主等の利便性の 金支給対象事業主等の利便性の向上
向上を図るため、申告・申請手続の 障害者雇用納付金電算機処理システムを
簡素化及び電算機処理システムの改 活用することにより、申告・申請の迅速か
定等を実施する。 つ厳正な審査を実施するほか、事業主から

の直接又は受託法人を経由した照会等に対
して、的確で速やかな助言、指導等を実施
する。
また、事業主の申告・申請にかかる事務

手続の簡素化及び利便性の向上を図るた
め、申告・申請手続の簡素化及び制度改正
への対応を含めた電算機処理システムの改
定等を実施する。

なお、障害者雇用納付金申告対象 ホ 調査の効率的かつ的確な実施
事業主等に対する調査については、 調査に当たっては、特に次の点に留意し
駐在事務所の廃止及び本部組織への 実施する。
一元化に際し、不正受給の防止に支
障が生じないよう留意するとともに、 (ｲ)効率的かつ的確な調査を行うため、受
集約化による専門性の向上等業務の 託法人の把握する情報を積極的に活用す
効率的かつ効果的な実施に努める。 る。また、対象事業主の選定に当たって

は、障害者雇用納付金制度に基づく助成
金に係る調査とも連携し、より効率的な
調査を実施する。

(ﾛ)はじめて申告・申請を行った事業主に
係る申告・申請内容全般並びに出向者、
パートタイム労働者及び派遣労働者を雇
用する事業主に係る常用雇用労働者数の
取扱いに留意して、それらの正確な把握
に努める。

(ﾊ)なお、障害者雇用納付金申告対象事業
主等に対する調査について、平成２１年
度末の駐在事務所の廃止に伴い、本部組
織に一元化し、不正受給の防止に支障が
生じないよう受託法人及び障害者雇用納
付金制度に基づく助成金担当部との緊密
な情報交換等に留意しつつ、全国を対象
とする調査に対応した体制を整備すると
ともに、調査担当者間の機動的な応援に
よる事業主の事情等に応じた柔軟な調査
日程の編成、定期的な会議、研修の開催
による多様な調査事例の共有化や調査手
法の検討等を通じた専門性の向上等業務
の効率的かつ効果的な実施を図る。
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ヘ 電子納付システムの利用促進
事業主サービスの向上と事務処理の効率

化、迅速化を図るため、電子納付システム
について、納付書に利用案内チラシを同封
するほか、事業主説明会において具体的な
利用方法や利便性等について説明するとと
もに、新たに障害者雇用納付金制度の適用
が見込まれる中小企業事業主に対して、改
正納付金制度の周知・説明のための個別訪
問の際に利用を勧奨する。また、大企業事
業主については、大都市圏を中心に、機構
本部が作成する事業所のリストに基づき受
託法人の幹部職員等が直接訪問等により利
用の促進を図る。
さらに、障害者雇用納付金について電子

納付システムによる収納サービスを提供し
ていない金融機関を機構本部が訪問し、電
子納付システムのネットワークへの参加及
び機構本部との覚書の締結について協力要
請を行う。

自己評価 評定

【評価項目１２ 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用調 【評価項目１１ 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用調整金、報
整金、報奨金等の支給業務】 奨金等の支給業務】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・事業主説明会を第２期中期目標期間中、毎年度平均で２５ ・事業主説明会を第２期中期目標期間中、毎年度平均で２５０回以上

０回以上開催すること。 開催すること。

平成21年度 296回
平成20年度 279回

・中小企業事業主を対象とする事業主説明会を１３０回以上開催する ・平成２２年度計画に基づき新たに設定。
こと。

・障害者雇用納付金については、厳正な審査、調査の実施に ・障害者雇用納付金については、厳正な審査、調査の実施により、９
より、９９％以上の収納率を維持すること。 ９％以上の収納率を維持すること。

平成21年度 99.74％
平成20年度 99.76％

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (3) ① イ 障害者雇用納付金制度について適切 第２ ３ (3) ① イ 障害者雇用納付金制度について適切な周知、

な周知、理解の促進 理解の促進

・関係機関との連携を図りつつ、事業主説明会を第２期中期 ・関係機関との連携を図りつつ、事業主説明会を第２期中期目標期間
目標期間中、毎年度平均で２５０回以上開催するほか、パ 中、毎年度平均で２５０回以上開催するほか、パンフレット、記入
ンフレット、記入説明書等の配布を行っているか。 説明書等の配布を行っているか。

・関係機関との適切な連携を図っているか。 ・関係機関との適切な連携を図っているか。

第２ ３ (3) ① ハ 障害者雇用納付金の的確な徴収並び 第２ ３ (3) ① ハ 障害者雇用納付金の的確な徴収並びに障害者
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に障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者特例調整金 雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者特例調整金及び在宅就業障害
及び在宅就業障害者特例報奨金の適正な支給 者特例報奨金の適正な支給

・障害者雇用納付金については９９％以上の収納率を維持し ・障害者雇用納付金については９９％以上の収納率を維持しているか。
ているか。

・当該年度内に収納に至らなかった未収納付金等については、・当該年度内に収納に至らなかった未収納付金等については、納付督
納付督励・督促を継続的に実施する等により、確実な徴収 励・督促を継続的に実施する等により、確実な徴収を図っているか。
を図っているか。
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 平成２２年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事項
項 項
③ 障害者の雇用に関する実践的手法 ウ 障害者の雇用に関する相談・援助、 ③ 障害者の雇用に関する相談・援助、各種
の開発、講習の事業、啓発の事業の 各種講習、啓発等の実施 講習、啓発等の実施
効果的な実施
ア 相談・援助、各種講習等の実施 ① 相談・援助、各種講習等の実施 イ 相談・援助、各種講習等の実施

障害者雇用に取り組む事業主を 障害者雇用に関する広範な知識 障害者雇用に関する広範な知識と経験を
支援するため、障害者雇用の広範 と経験を持った障害者雇用アドバ 持った障害者雇用アドバイザーが､必要に
な知識と経験を有するアドバイザ イザーを配置するとともに､必要に 応じ医療、社会教育、社会福祉、工学等の
ーを配置するとともに、特に専門 応じ医療、社会教育、社会福祉、 専門家と連携して、事業主等に対し､的確
的な支援を必要とする事業主等に 工学等の専門家と連携して、障害 かつ効果的な相談・援助を２２，０００件
対しては医療、社会教育、社会福 者の雇用水準の低い中小企業等を 以上実施する。実施に当たっては、訪問対
祉、工学等の専門家と連携して、 中心に、事業主等に対する的確か 象事業所について障害者の雇用水準の低い
障害者の雇用の促進及び継続を容 つ効果的な相談・援助を実施する 中小企業等を重点実施するよう計画を策定
易にするための障害者の雇用に取 こととし、当該相談・援助を毎年 する。
り組む事業主等に対する相談・援 度２２，０００件以上実施する。 また、実施後は、相談・援助を行った事
助を行い、相談・援助を実施した 実施後は、相談・援助を行った事 業主等に対して追跡調査を実施し、有効回
事業主等に対して追跡調査を実施 業主等に対して追跡調査を実施し、 答のうち７０％以上の事業主等において具
し、７０％以上の利用事業主等に 有効回答のうち７０％以上の事業 体的な課題改善が見られるようにする。な
おいて、具体的な課題改善効果が 主等において具体的な課題改善が お、効果がなかった旨の評価に対しては、
見られるようにすること。 見られるようにする。 自由回答欄の記載を分析し、その原因等を

把握する等により、利用者からの高い評価
が得られるよう随時見直しを図る。

障害者を５人以上雇用する事業 障害者職業生活相談員資格認定 受託法人で実施する障害者職業生活相談
所に選任が義務づけられている障 講習の実施に当たっては、障害者 員資格認定講習については、障害者の職業
害者の職業生活全般にわたる相談 の職業生活全般にわたる相談・指 生活全般にわたる相談・指導等に必要な専
・指導を行う障害者職業生活相談 導等に必要な専門知識を付与する 門知識を付与するため講習内容の充実を図
員の資格認定講習を実施すること。 ため講習内容の充実を図る。 る。このため、平成２２年度においては、

受講者アンケート調査の結果を踏まえ、講
習内容に事業所見学、支援機関見学又は支
援者等との意見交換を盛り込む等の改善を
行う。

ウ 就労支援機器の普及・啓発 ③ 就労支援機器の普及・啓発 ハ 就労支援機器の普及・啓発等
障害者の雇用促進に役立つ就労 就労支援機器を広く事業主に普 視覚障害者向けパソコン、拡大読書器等

支援機器の貸出しを行い、それら 及・啓発するため、ホームページ の就労支援機器を広く事業主に普及・啓発
の就労支援機器の普及・啓発を図 等を通じた情報提供、就労支援機 するため、就労支援機器普及啓発ホームペ
ること。 器の効果的な活用に係る相談等を ージを活用して効果的な普及・啓発活動を

実施し、事業所に就労支援機器の 実施するとともに、就労支援機器の効果的
貸出しを行う。なお、当該業務に な活用に係る相談等を通して、幅広く就労
ついては、駐在事務所の廃止及び 支援機器の貸出しを行う。
本部組織への一元化に際し、サー 就労支援機器の貸出業務については、駐
ビスの質の維持に留意するととも 在事務所の廃止に伴う本部組織への一元化
に、集約化による専門性の向上等 により、サービスの質の維持に留意しつつ、
業務の効率的かつ効果的な実施に 貸出しの事務手続の簡素化、迅速化及び事
努める。 業主ニーズの直接収集を進めるとともに、
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就労支援機器の専門アドバイザーを本部に
配置し、事業主等への相談、援助、技術指
導等をより専門的に行う。

適宜アンケート調査を実施し、 貸出しを終了した事業主に対して適宜ア
事業主のニーズを把握するととも ンケート調査を実施し、事業主のニーズを
に、効率的な業務を行うため、就 把握することにより、就労支援機器の効果
労支援機器の利用率（全機器の貸 的な整備及び就労支援機器の導入や活用方
出累計月数／延べ保有台月数）を 法についての相談内容の改善を図る。また、
常態において６０％以上にする。 効率的な業務を行うため、就労支援機器の

利用率（全機器の貸出累計月数／延べ保有
台月数）を常態において６０％以上にする。

自己評価 評定

【評価項目１４ 障害者雇用アドバイザーによる相談・援助、 【評価項目１３ 障害者雇用アドバイザーによる相談・援助、各種講
各種講習等及び就労支援機器の普及・啓発】 習等及び就労支援機器の普及・啓発】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・障害者雇用アドバイザーが事業主等に対し、的確かつ効果 ・障害者雇用アドバイザーが事業主等に対し、的確かつ効果的な相談

的な相談・援助を毎年度２２，０００件以上実施すること。 ・援助を毎年度２２，０００件以上実施すること。

平成21年度 25,728件
平成20年度 26,453件

・相談・援助を実施した事業主等に対して追跡調査を実施し、・相談・援助を実施した事業主等に対して追跡調査を実施し、７０％
７０％以上の利用事業主等において、具体的な課題改善効 以上の利用事業主等において、具体的な課題改善効果が見られるよ
果が見られるようにすること。 うにすること。

平成21年度 87.5％
平成20年度 87.4％

・雇用管理等に関する事業主向け講習については、事業主や （削除） ・平成２２年度計画に基づく削除。
障害者の多様なニーズ、特性を踏まえ、講習受講者数を２
２，０００人以上とすること。

・講習終了後、事業主にアンケート調査を実施し、８５％以 （削除） ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画及び平成２
上の参加者から障害者雇用を進める上で、有用であった旨 ２度計画に基づく削除。
の評価を得ること。

・就労支援機器の利用率（全機器の貸出累計月数／延べ保有 ・就労支援機器の利用率（全機器の貸出累計月数／延べ保有台月数）
台月数）を常態において６０％以上にすること。 を常態において６０％以上にすること。

平成21年度 60.5％
平成20年度 63.6％

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (3) ③ イ 相談・援助、各種講習等の実施 第２ ３ (3) ③ イ 相談・援助、各種講習等の実施

・障害者雇用アドバイザーによる相談・援助を毎年度２２， ・障害者雇用アドバイザーによる相談・援助を毎年度２２，０００件
０００件以上実施しているか。 以上実施しているか。
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・追跡調査における回答者のうち７０％以上の事業主等から ・追跡調査における回答者のうち７０％以上の事業主等から具体的な
具体的な課題改善が見られた旨の評価が得られたか。 課題改善が見られた旨の評価が得られたか。

・障害者職業生活相談員資格認定講習の内容の充実を図って ・障害者職業生活相談員資格認定講習の内容の充実を図っているか。
いるか。

・雇用管理等に関する事業主向け講習について、事業主や障
害者の多様なニーズ、特性等を踏まえた内容のものとして
いるか。 （削除） ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画に基

づく削除。

・アンケート調査回答者のうち８５％以上から障害者の雇用
管理等を進める上で有用であった旨の評価が得られたか。

第２ ３ (3) ③ ハ 就労支援機器の普及・啓発等 第２ ３ (3) ③ ハ 就労支援機器の普及・啓発等

・就労支援機器を広く事業主に普及・啓発するため、ホーム ・就労支援機器を広く事業主に普及・啓発するため、ホームページ等
ページ等を通じた情報提供、就労支援機器の効果的な活用 を通じた情報提供、就労支援機器の効果的な活用に係る相談等を実
に係る相談等を実施しているか。 施しているか。

・就労支援機器の利用率（全機器の貸出累計月数／延べ保有 ・就労支援機器の利用率（全機器の貸出累計月数／延べ保有台月数）
台月数）が常態において６０％以上となっているか。 が常態において６０％以上となっているか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１４） （注：中期計画三年度目）

中期目標 中期計画 平成２２年度計画 平成２２年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事項
項 項
③ 障害者の雇用に関する実践的手法 ウ 障害者の雇用に関する相談・援助、 ③ 障害者の雇用に関する相談・援助、各種
の開発、講習の事業、啓発の事業の 各種講習、啓発等の実施 講習、啓発等の実施
効果的な実施
イ 実践的手法の開発・提供 ② 実践的手法の開発・提供 ロ 障害者雇用に関する実践的手法の開発・

提供の実施
障害者の雇用・就業分野の拡大、 企業における障害者の雇用に係 企業における障害者の雇用に係る問題の

雇用の促進及び継続を図るため、 る問題の解決、雇用管理の改善及 解決、雇用管理の改善及び障害者の雇用機
職域拡大、キャリアアップ、職務 び障害者の雇用機会の拡大に資す 会の拡大に資するため、事業主のニーズ及
再設計及び職場環境の改善の雇用 るため、事業主のニーズ及び障害 び障害の種類に配慮しつつ、「視覚障害者
管理に関する実践的手法を開発し、 の種類に配慮しつつ、障害者の職 の職域拡大及び支援機関との効果的な連携
事業主が利用しやすい報告書、マ 域拡大及び雇用管理に係る実践的 の方策に関するマニュアル・事例集の開
ニュアル等の成果物を提供するこ 手法を開発し、障害者雇用アドバ 発」「肢体不自由者雇用のための職場改善
と。 イザーが行う相談・援助への活用 に関する取組の実態、効果等のケーススタ
障害者雇用事例等の情報収集と を図るとともに、開発成果をホー ディによる効果的方法の分析・整理」「重

事業主等への効果的な提供を実施 ムぺージ等を通じて提供すること 度障害者等の採用・配置・教育訓練等に関
すること。 により、事業主等の自主的な取組 する研究調査」及び「精神障害者の雇用促

を支援する。 進及び職場定着のための雇用管理ノウハウ
等の開発」を実施する。

上記による実践的手法の開発に 上記の障害者雇用に関する調査・研究に
より得られた成果については、事 係る実践的手法の開発により得られた成果
業主等の利用しやすい報告書、マ については、事業主等の利用しやすい報告
ニュアル等に取りまとめ、事業主 書、マニュアル・好事例集等にとりまとめ、
等に配布するほか、当該開発成果 事業主等に配布するほか、当該開発成果に
に係る情報を事業主等が有効に活 係る情報を事業主等が有効に活用できるよ
用できるよう分かりやすくホーム う分かりやすくホームページで公開する。
ページで公開するとともに、事業 ホームページ上で、事業主等に対して障
主等に対して障害者雇用事例等を 害者雇用事例等を提供する「障害者雇用事
提供する「障害者雇用事例リファ 例リファレンスサービス」については、障
レンスサービス」の充実を図り、 害者の募集・採用、雇用継続又は職場復帰
企業のニーズに対して迅速かつ的 に当たって直面する課題の解決方法の参考
確な情報提供を行う。 となる企業の具体的な取組をまとめた障害

者雇用モデル事例及び障害者助成金の活用
によって雇用が進められた事例を追加掲載
する。

自己評価 評定

【評価項目１５ 障害者雇用に関する実践的手法の開発・提 【評価項目１４ 障害者雇用に関する実践的手法の開発・提供】
供】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等
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［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (3) ③ ロ 障害者雇用に関する実践的手法の開 第２ ３ (3) ③ ロ 障害者雇用に関する実践的手法の開発・提供

発・提供の実施 の実施

・障害者雇用アドバイザーによる相談・援助への活用を図る ・障害者雇用アドバイザーによる相談・援助への活用を図る観点から
観点から調査研究のテーマを設定しているか。 調査研究のテーマを設定しているか。

・実践的手法の開発により得られた成果について、事業主等 ・実践的手法の開発により得られた成果について、事業主等が有効に
が有効に活用できるようホームページで情報提供を行って 活用できるようホームページで情報提供を行っているか。
いるか。

・除外率の引き下げに伴う事業主のニーズ等を的確に把握し （削除） ・平成２２年３月３１日付け変更認可された中期計画に基づく削
た上で調査研究を行っているか。 除。

・実践的手法の開発により得られた成果について、事業主等 ・実践的手法の開発により得られた成果について、事業主等の利用し
の利用しやすい報告書、マニュアル等に取りまとめている やすい報告書、マニュアル等に取りまとめているか。
か。

・事業主等に対して障害者雇用事例等を提供する「障害者雇 ・事業主等に対して障害者雇用事例等を提供する「障害者雇用事例リ
用事例リファレンスサービス」の充実を図り、企業のニー ファレンスサービス」の充実を図り、企業のニーズに対して迅速か
ズに対して迅速かつ的確な情報提供を行っているか。 つ的確な情報提供を行っているか。
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